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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 49,125 43,178 51,389 53,846 66,637

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △3,878 663 1,782 2,245 3,294

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △2,840 672 837 2,627 2,958

純資産額 (百万円) 14,208 14,972 16,693 19,723 20,448

総資産額 (百万円) 45,690 52,382 62,068 73,274 84,707

１株当たり純資産額 (円) 87.74 92.46 103.09 121.81 127.42

１株当たり当期純利益金額

 又は当期純損失金額(△)
(円) △17.54 4.15 5.17 16.23 18.33

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.1 28.6 26.9 26.9 24.1

自己資本利益率 (％) △18.4 4.6 5.3 14.4 14.7

株価収益率 (倍) ─ 48.19 55.32 27.73 16.91

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △104 7,835 6,584 11,861 4,576

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,105 △4,025 △5,108 △4,904 △2,225

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,004 238 △506 △439 △2,123

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,220 10,287 11,273 17,792 17,807

従業員数　　　　　　　　 (人) 1,385 1,438 1,422 1,535 1,627

(注)１　純資産の算定にあたり、第85期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。

    ２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第82期は、１株当たり当期純損失であるため記載していない。

なお、第83期、第84期、第85期、第86期は、潜在株式が存在しない。

３　従業員数は、就業人員である。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 48,367 42,361 50,528 52,889 65,573

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △3,915 630 1,813 2,221 3,241

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △2,840 654 874 2,609 2,983

資本金 (百万円) 8,414 8,414 8,414 8,414 8,414

発行済株式総数 (千株) 161,955 161,955 161,955 161,955 161,955

純資産額 (百万円) 13,977 14,721 16,459 19,475 20,241

総資産額 (百万円) 45,113 51,850 61,628 72,947 84,205

１株当たり純資産額 (円) 86.31 90.91 101.65 120.29 126.13

１株当たり配当額　　　　(円)
(内、１株当たり中間配当額)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

2
(―)

5
(―)

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額(△)
(円) △17.54 4.04 5.40 16.12 18.49

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ─ ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.0 28.4 26.7 26.7 24.0

自己資本利益率 (％) △18.7 4.6 5.6 14.5 15.0

株価収益率 (倍) ─ 49.50 52.96 27.92 16.77

配当性向 (％) ─ ─ ― 12.3 26.9

従業員数 (人) 1,061 1,121 1,195 1,263 1,360

(注)１　純資産の算定にあたり、第85期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。

    ２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第82期は、１株当たり当期純損失であるため記載していない。

なお、第83期、第84期、第85期、第86期は、潜在株式が存在しない。

  ３　従業員数は、就業人員である。
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２ 【沿革】

昭和21年10月旧佐世保海軍工廠の造船施設を借受け「佐世保船舶工業株式会社」を設立

昭和27年４月講和条約発効により、新造船建造禁止等の制約が解除され新造船建造開始

昭和34年４月福岡証券取引所上場

昭和36年７月「佐世保船舶工業株式会社」を「佐世保重工業株式会社」に社名変更

　　　　８月 東京証券取引所上場(第１部)

　　　　９月 大阪証券取引所上場(第１部)

昭和37年５月国有財産の払下げを受け、借用中の施設は社有財産となる

　　　　10月 当時世界最大のタンカー「日章丸」(132,334DWT)を竣工

昭和43年８月白岳鉄構工場完成

昭和44年９月第３ドック(修理用)拡張工事完成(180,000GT)

昭和48年９月第４ドック(建造用)拡張工事完成(225,000GT)

昭和49年12月BS-SASEBO方式によるLNGモデルタンク完成

昭和56年11月BS-SASEBO方式によるタンク搭載のLEG船「第二昭鶴丸」(800トン積)を竣工

昭和61年10月高度省エネ・省人合理化船「鹿島山丸」(239,351DWTタンカー)を竣工

昭和62年２月蛇島南・西両岸壁増強工事の完了

平成４年10月陸上部門新組立工場の完成及び大型旋盤の導入

平成14年４月本社社屋の取得

　　平成17年11月 2500トン型鍛造プレス更新

　　平成18年５月 第４ドックに300トンクレーン新設
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３ 【事業の内容】

  当社及び当社の関係会社（当社、子会社８社（平成２０年３月３１日現在）により構成）において船舶、機械・鉄構造

物の製造販売を主な事業内容としている。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりである。

　

〔船舶〕

　　当社が製造、販売している。製造については、船舶建造工程の一部を㈱エヌエヌユー（連結子会社）が請負っている。

　

〔機械〕

　　当社が製造、販売している。製造については、一部を㈱エヌエヌユー（連結子会社）が請負っている。

　

〔鉄構〕

　　当社が製造、販売している。製造については、鉄構造物の一部を㈱エヌエヌユー（連結子会社）が請負っている。

 佐重工興産㈱（連結子会社）は土木・建設等の業務を行っている。

　

〔その他〕

　　㈱つくもサービス（連結子会社）は、当社工場の警備及び清掃業を請負っている。㈱サセホ興産(連結子会社）は、当社

より設備を賃借し、給食場及びゴルフ場の経営を行っている。㈱エヌエヌユー(連結子会社）は、当社の運輸業務に従事

するとともに、鋼材・治工具等の販売及び当社に対し事務代行業務等を行っている。佐世保重工設計㈱（連結子会社）

は、当社の設計業務を請負っている。佐世保マリン・アンド・ポートサービス㈱（連結子会社）は、曳船業務に従事して

いる。

　

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。

　

　

EDINET提出書類

佐世保重工業株式会社(E02125)

有価証券報告書

  5/101



４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

佐重工興産㈱
長崎県
佐 世 保
市

50土木・建設 100
当社設備の製造・修繕。当社従
業員２名が役員を兼務。

佐世保マリン・ア
ンド・ポートサー
ビス㈱

長崎県
佐 世 保
市

50曳船業務 100
当社建造船等の曳船業務。当社
従業員2名が役員を兼務。

㈱サセホ興産
長崎県
佐 世 保
市

20給食販売 100
当社及び関係会社の給食を請
負。当社従業員２名が役員を兼
務

㈱エヌエヌユー
長崎県
佐 世 保
市

10
船舶事業
機械・鉄構事業
運輸

100

当社の新造船・修繕船及び機械
・鉄構造物の工事の一部を請
負。運輸業務、その他鋼材・治工
具の販売及び当社に対する事務
代行業務等。当社役員１名及び
従業員１名が役員を兼務。

㈱つくもサービス
長崎県
佐 世 保
市

10
警備・ビルメン
テナンス業務

100
当社工場の警備及び清掃業の請
負。当社従業員４名が役員を兼
務。

佐世保重工設計㈱
長崎県
佐世保市

10設計業務 100
当社の新造船・艦艇及び機械・
鉄構造物の設計業務等を請負。当
社従業員４名が役員を兼務。

(注)　㈱西九州商事は、平成14年６月より事業活動を休止しているため、記載を省略している。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

船舶 836

機械 142

鉄構 131

その他 335

全社(共通) 183

合計 1,627

(注)　１　従業員数は、就業人員数である。

　　　　２　臨時従業員の総数は100分の10未満であるため、記載を省略している。

　

　

(2) 提出会社の状況
平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,360 45.2 21.7 5,167

(注) １　従業員数には、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者含む就業人員数である。

　　　 ２　臨時従業員の総数は100分の10未満であるため、記載を省略している。

　　 ３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は佐世保重工労働組合と称し、日本労働組合総連合会に属し、また同系の他造船産業労働組合

　と共に日本基幹産業労働組合連合会を組織している。また、労使関係に特に記載すべき事項はなく、安定して

　いる。なお、連結子会社に労働組合は存在しない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(１) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景に緩やかながらも回復基調が続いたが、燃料及び原

材料価格の高騰やサブプライムローン問題を背景にした米国を始めとする世界経済の減速、ドル安等の不安要因によ

り、景気は踊り場状態となった。 

　造船業界においては、資源関連等を中心とした輸送需要の拡大による旺盛な世界の船腹需要を背景に、特に韓国及び

中国が大幅に受注を伸ばした結果、2007年の世界の新造船受注量は、前年比65.5％増加し、過去最高の164,833千総ト

ンとなった。一方、わが国の新造船受注量は、各造船所で概ね3、4年以上先までの受注を抱えていること等から前年比

8.4％減少し20,667千総トンとなった。機械業界については、好調な企業収益を背景に、民間設備投資は堅調に推移し

たが、景気が足踏み状態となったことから、先行き不透明な状況となった。一方、当社主力製品であるクランク軸につ

いては、船腹需要の拡大により、需給が逼迫した状況が続いている。鉄構業界については、公共投資が減少傾向にあり、

受注環境は厳しい状況で推移した。 

　こうした状況において当社グループは、連結受注高については、新造船の受注が好調だったこと等から前期比1.8倍

の114,255百万円となった。連結売上高については、前期比1.2倍の66,637百万円となり、この結果、当期末の受注残高

は前期末比1.3倍の268,243百万円となった。一方、鋼材及びその他資機材の仕入価格の高騰が年明け以降更に顕在化

している。その結果、損益面では、受注済案件の一部の工事で今後採算悪化が見込まれた為、翌期以降に損失が見込ま

れる工事について受注工事損失引当金3,258百万円を計上したが、船舶、機械等主力製品の販売価格改善等による収益

増により連結営業利益は前期比1.7倍の3,670百万円、連結経常利益は前期比1.5倍の3,294百万円となった。連結当期

純利益は、投資有価証券評価損等の特別損失が発生したが、前期比1.1倍の2,958百万円となった。 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

 

①　船舶 

船舶部門の受注高は、新造船として180千重量トンバルクキャリアー6隻、75千重量トンバルクキャリアー8隻、計14

隻を受注したほか、海上自衛隊や米海軍艦船等の修理工事及び一般商船の修理工事等を加え、105,128百万円となり、

前期比2.2倍となった。なお、前期以前に受注した115千重量トン原油タンカー4隻及び115千重量トンプロダクトタン

カー2隻が180千重量トンバルクキャリアー5隻に契約変更となり、その差額が受注高として計上されている。売上高

は、新造船及び修理船工事で計53,707百万円となり、前期比1.2倍となった。当期に引渡した新造船は、115千重量トン

原油タンカー4隻、76千重量トンバルクキャリアー2隻、77千重量トン石炭運搬船1隻、13千重量トンコークス船１隻の

計8隻である。受注残高は、新造船38隻に修理船を含め254,162百万円となり、前期末比1.3倍となった。損益面では、鋼

材及びその他資機材の仕入価格が高騰したものの、新造船の船価が改善したこと等から、営業利益は、前期比1.7倍の

3,707百万円となった。　　

②　機械

機械部門の受注高は、機器工事として船舶用機器や一般産業機械等228件、金額にして7,188百万円となり、前期比

1.1倍となった。売上高は、7,137百万円となり、前期比1.1倍となった。受注残高は、5,760百万円となり、前期末とほぼ

同水準となった。営業利益は、設備投資によるクランク軸の増産効果等により前期比1.6倍の2,795百万円となった。
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③　鉄構

　鉄構部門の受注高は、鋼構造物等22件、金額にして878百万円、前期比91.5％減少した。これは、公正取引委員会より水

門に係る独占禁止法違反で平成19年3月に排除措置命令を受け、主要地域で9ヶ月間、九州地域で12ヶ月間の指名停止

期間が続いたためである。売上高は、4,732百万円となり、前期比1.9倍となった。受注残高は、8,321百万円となり、前期

末比31.3％減少した。損益面では、採算の厳しい工事が売上に計上されたこと等により、営業損失は1,469百万円（前

期営業損失559百万円）となった。

④　その他

　主な事業の内訳は、運輸業その他で、受注高は、1,059百万円となり、前期比5.9％増加した。売上高は、1,059百万円と

なり、前期比6.0％増加した。営業利益は、前期比34.7％減少の62百万円となった。

　

また、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期との比較についても、変更後の区分に組

み替えて行っている。 

　

所在地別業績は、対象となる在外子会社及び支店がないため記載していない。 

　

(２) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の当連結会計年度末残高は、前連結会計

年度末比15百万円増加し17,807百万円となった。 　　　

　各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

　　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動による資金の収入は、前連結会計年度比7,284百万円減少し4,576百万円となった。これは、受注工事損失

引当金の増加額が前連結会計年度比3,152百万円増加したものの、売上高の増加により、売上債権の増加額が前連結

会計年度比9,436百万円増加したことが主な要因である。

　　　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の支出は、前連結会計年度比2,678百万円減少し2,225百万円となった。これは、有形固定資産

の取得による支出が前連結会計年度比1,120百万円増加したものの、預入期間が3ヶ月を超える定期預金の純減少額

が前連結会計年度比1,187百万円、有価証券の売却・償還による収入が前連結会計年度比1,198百万円それぞれ増加

したことが主な要因である。

　　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の支出は、前連結会計年度比1,684百万円増加し2,123百万円となった。これは、長期借入金に

よる収入が前連結会計年度比500百万円減少したこと、自己株式の取得による支出が963百万円増加したことが主な

要因である。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

船舶 53,073 24.1

機械 6,081 7.7

鉄構 4,530 40.5

その他 1,059 6.9

合計 64,744 23.0

(注) １　金額は、販売価額による。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

３　当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期との比較についても、変更後の区分に組み

替えて行っている。 

　

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

船舶 105,128 123.8 254,162 34.2

機械 7,188 14.3 5,760 1.1

鉄構 878 △91.5 8,321 △31.3

その他 1,059 5.9 ― △100.0

合計 114,255 76.8 268,243 29.5

(注) １　受注残高は、工事完成基準で記載している。当連結会計年度末の受注残高の内、船舶27,435百万円、鉄構1,626百

万円を工事進行基準による売上高として計上している。

２　当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期との比較についても、変更後の区分に組み

替えて行っている。 

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

船舶 53,707 22.1

機械 7,137 12.0

鉄構 4,732 90.9

その他 1,059 6.0

合計 66,637 23.8

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期との比較についても、変更後の区分に組み

替えて行っている。 
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３ 【対処すべき課題】

(1) 対処すべき課題

今後の我が国経済においては、原材料価格等の上昇基調が続くことが予想され、鋼材及びその他原材料の仕入価格の

更なる高騰が懸念される。 

　造船業界は、新造船については豊富な手持工事を有しているが、今後は、サブプライムローン問題を発端とした金融不

安に起因する船主への融資引き締め等による新造船発注の手控えが懸念される。又、韓国や事業規模の拡大が続く中国

と対峙するため更なる競争力の強化や、造船技能者の大半を占める団塊世代の定年退職に対応するため、若手への早期

技能伝承等が大きな課題となっている。 

　機械業界においては、ドル安による輸出の伸び悩み等もあり景気が足踏み状態となり、国内外の設備投資の伸びが鈍っ

ていること等から、先行きについては不透明な状況となっている。 

　鉄構業界においては、公共投資の引き締め傾向が続く見通しであり、又、競争の激化もあり、鉄構部門を取り巻く経営環

境の厳しさは続くものと予想される。 

　こうした状況において、当社グループは、鋼材価格及びその他資機材価格を含めあらゆる面でのコスト抑制に全力を尽

くし、全社決算の改善につなげるよう努力を続けていく。又、計画的に設備投資を行うほか、技術・技能の継承推進とそ

の仕組みの定着を図っていく所存である。 

　セグメント別の主な取組みとしては次のとおりである。 

①　船舶部門 

　新造船については、得意船型・船種を中心に受注活動を行い利益確保に努めるほか、新造船設備の増強や新船型の開発

を行っていく。 

　修理船については、海上自衛隊や米海軍等の艦船の修理業務へ注力していく。 

②　機械部門 

　追加設備工事の実行及び要員の育成と拡充により、更なる生産性及び品質の向上を図っていく。 

③　鉄構部門 

　技術提案力向上とコストダウンによる価格競争力向上を図っていく。 

　

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

①　基本方針の内容

当社は、昭和21年10月の創業以来、「顧客第一を旨とし、信頼に応え得る品質とサービスを提供すること」を基　　　本

精神に、伝統ある技術と豊富な実績を生かして、顧客の長期的な満足を得られる高品質製品の開発と製造販売に注力し

つつ、企業価値・株主共同の利益の向上に努めている。 

　当社が、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させていくためには、(ⅰ)船舶分野を中心に長年にわたって培ってき

た伝統ある技術力と豊富な実績を基礎に、高品質製品を開発し、得意分野に注力すること、(ⅱ)基地所在の造船所とし

て、顧客、地域社会との間で長期間にわたって築いてきた信頼・協力関係を維持・発展させること、(ⅲ)地域に根ざした

事業等を通じて築き上げられた、内外からの信頼と期待に応え得る企業活動を行うこと、等が不可欠であり、これらが中

長期的に確保され、向上させられなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになる。従って、

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値・株主共同の利益を中長期的に確保、向上し

ていくことを可能とする者である必要があると考えている。 

　当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、こ

れを一概に否定するものではない。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等につ

いて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が

買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・株主

共同の利益に資さないものも少なくない。
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　こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を

行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが

必要であると考える。

  ②　具体的な取組み 

　(ⅰ)　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取　

　　　　組み 

当社は、さらに徹底した競争力の強化を図り、確固たる経営基盤を構築し、企業価値ひいては株主共同の利益の一層の

向上を図るため、平成18年５月、「新・中期経営計画」を策定し、現在これを遂行している。この「新・中期経営計画」

のもと、当社は、伝統と強みを守りつつ変革を進め、新造船をコアにした総合重機会社としてさらなる発展を目指し、主

力の船舶事業を中核に据えつつ、新たな核として注力していく艦艇・修繕船事業と機械事業、そして鉄構事業の各部門

のバランスがとれた経営体制の実現を図り、市況変動に強い企業体質を目指す。 

　具体的には、(a）顧客の信頼に応えうる高品質で他社とは差別化した船型、製品、技術の選択的開発・提供、(b）得意船

型・船種への集中、地の利を生かした艦艇・修理事業の強化、舶用機械をはじめとする機械事業の強化など、当社が得意

とする分野の強化、(c）徹底したコストの削減、などの施策に重点的に取り組んでいる。 

　また、当社経営陣の株主に対する経営責任を一層明確化するため、平成18年６月29日開催の当社第84回定時株主総会に

おいて取締役の任期を１年としている。その他、会社法の下での内部統制システム構築の基本方針についても決議を

行っており、今後とも一層の企業統治の仕組みの強化と経営の透明性を図り、更なる企業価値の向上と株主共同の利益

の確保・向上を追求する所存である。 

（ⅱ）　基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

　　　　の取組み 

　当社は、平成18年５月19日の当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応策 (以下、「本プラン」

という。）を、株主総会において株主の皆様からご承認を受けることを条件として導入することを決議し、平成18年６月

29日開催の当社第84回定時株主総会において、本プランを導入することの承認を得ている。 

　本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締

役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能

とするものであり、また、上記基本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としている。 　

　本プランは、（a）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、（b）当社

が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合

計が20％以上となる公開買付け（以下、「買付等」と総称する。）を対象とする。 

　当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、当社取締役会が友好的な買付であると

認めた場合（例：業務提携に伴う買付等）を除き、買付者等の買付内容の検討に必要な情報及び本プランに定める手続

を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求める。その後、買付者等から提出された情報や当社取締役会から

の意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案（もしあれば）が、当社経営陣から独立した者 (現時点においては社外

監査役１名及び社外有識者２名）から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとする。独立委員会

は、必要があれば、外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、

買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行う。 

　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付等の内容の検討、買付者等と

の協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれ

のある買付等であるなど、本プランに定める要件のいずれかに該当し新株予約権の無償割当てを実施することが相当で

あると判断した場合には、独立委員会規程に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧

告する。この新株予約権は、１円（または当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締役会が新株予約
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権無償割当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、原則として当社株式１株を取得することができるも

のであるが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されている。また、当社が買付者等以外の者か

ら当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項に基づく取

得をする場合、本新株予約権１個と引換えに、原則として当社株式１株が交付される。当社取締役会は、独立委員会の上

記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施又は不実施の決議を行うものとする。当社取締役会は、上記決議

を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行う。 

　本プランの有効期間は、平成18年６月29日開催の当社第84回定時株主総会の終了後３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。但し、当該有効期間の満了前であっても、（a）当社の株主

総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、又は、(b）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになる。 

　本プランの導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主及び投資家の皆様に直接具体的

な影響が生じることはない。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様が、新株

予約権行使の手続を行わないと、その保有する株式が希釈化される場合がある（但し、当社が当社株式を対価として新

株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じない。) 

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

前記②(ⅰ)に記載した当社の「新・中期経営計画」及びそれに基づく様々な施策は、当社の企業価値・

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の

基本方針に沿うものである。 

　また、本プランは、前記②(ⅱ)に記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的

をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものである。特に、本プランは、株主総会において株

主の承認を得た上で導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されてい

ること、独立性の高い者のみから構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず

独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を

得ることができるとされていること、有効期間が最長約３年と定められた上、取締役会により何時でも廃止

できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価

値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな

い。 

　

　

４ 【事業等のリスク】

　　当社グループの今後の経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクについて現時点で次のように考えている。

①　経済情勢

　当社のメイン製品である新造船の受注については、世界の海運市場、為替動向等世界経済の状況に左右される。

②　為替レートの変動

　平成20年度については、新造船工事は円建てによる受注契約であるため、為替の影響は少ないものの、急激な円高

は収益及び新造船の受注動向に影響を及ぼす。

③　鋼材等資材価格の変動

　当社製品は原材料に鋼材を使用するものが多いため、急激な鋼材の値上がりは収益を圧迫する。

④　公共事業

　鉄構工事は公共投資額の増減に影響される。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社が技術援助等を受けている契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

佐世保重工業

株式会社
テクニガス社 仏国

低温液化ガス輸送用タ

ンカー

(1) 特許、図面、技術資料

の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 建造販売に関する非

独占的実施権の取得

昭和53年4月20日

│

平成20年4月19日

同上 テクニガス社 同上

LPG輸送船及びLPG/NH3

輸送船用カーゴハンド

リング・システム

(1) 特許、図面、技術資料

の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 設計及び製造販売に

関する非独占的実施

権の取得

昭和55年7月9日

│

平成21年7月8日

同上 テクニガス社 同上

LPG輸送船及びLPG/NH3

輸送船用自立型・常圧

タンク

(1) 特許、図面、技術資料

の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 設計及び建造販売に

関する非独占的実施

権の取得

昭和55年7月9日

│

平成21年7月8日

同上

石川島播磨重工業

株式会社(特許権

者 　米国フォス

ターウィラーコー

ポレーション)

米国

フォスターウィラー型

舶用水管式蒸気発生装

置

(1) 特許、図面、技術資料

の使用

(2) 技術者の役務提供

昭和35年8月19日

│

平成22年12月31日
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、社是の一つである「顧客第一を旨とし、信頼に応え得る品質とサービスを提供す

る」ことを基本精神に、伝統ある技術と豊富な実績を生かして、顧客の長期的な満足を得られる高品質製品の研究・開

発並びに生産設備面での省力化、省エネ化を推進し、製品競争力の強化及び事業拡大を図るため、次の事項に取組んでい

る。 

　なお、研究開発費の総額は84百万円である。

　事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりとなる。また、下記の他に、新規事業開発調査を行ってい

る。

（1）船舶

　　ケープサイズバルクキャリアーの船型開発

　　ＬＰＧ船建造のための研究

（2）機械

　　大型バルクキャリアー用新型コンポジットボイラ開発

　　スタビライザー用Ｖシール膨潤試験

（3）鉄構

　　溶接施工に関する試験研究　

　

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

　　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年6月26日）現在において当社グループが判断した

ものである。

　

（１）重要な会計方針及び見積り

　　　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されている。

当社経営陣は、この連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示並び

に報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行う必要があり、当社グループが採用している会

計方針に従い報告数値、開示情報の見積り及び判断に対して継続して評価を行っているが、見積り特有の不確実性が

存在するため、将来において認識される業績及び財政状態に影響を与える可能性がある。

　

（２）財政状態

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末比7,681百万円増加し、51,231百万円となった。これは主として

売上高の増加に伴う売掛金の増加によるものである。固定資産は、前連結会計年度末比3,751百万円増加し、33,476百

万円となった。 

　この結果、総資産は前連結会計年度末比11,432百万円増加し、84,707百万円となった。 

　流動負債は、前連結会計年度末比12,345百万円増加し、54,465百万円となった。これは主として前受金及び受注工事

損失引当金の増加によるものである。固定負債は、前連結会計年度末比1,637百万円減少の9,793百万円となった。 

　この結果、負債合計は前連結会計年度末比10,707百万円増加し、64,258百万円となった。 

　純資産合計は、前連結会計年度末比725百万円増加し、20,448百万円となった。これは主として自己株式の取得及びそ

の他有価証券評価差額金等で減少要因があったものの、当期純利益が増加したためである。
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　（３）当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度は、船舶部門では、新造船および修理船工事の売上高は、前連結会計年度に比べ9,707百万円増加し

53,707百万円となった。当期に引渡した新造船は115千重量トン原油タンカー4隻、76千重量トンバルクキャリアー2

隻、77千重量トン石炭運搬船1隻、13千重量トンコークス船1隻の計8隻である。機械部門の売上高は、前連結会計年度に

比べ767百万円増加し7,137百万円となった。鉄構部門の売上高は、前連結会計年度に比べ2,253百万円増加し4,732百

万円となった。雑工事その他を含めた合計は、前連結会計年度に比べ12,790百万円増加し66,637百万円となった。　　　

　

　（４）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社のメイン製品である新造船の受注については、世界の海運市場、為替動向等世界経済の状況に左右される。 

　平成20年度については、新造船工事は円建てによる受注契約であるため、為替の影響は少ないものの、急激な円高

は収益及び新造船の受注動向に影響を及ぼす。 

　当社製品は原材料に鋼材を使用するものが多いため、急激な鋼材の値上がりは収益を圧迫する。 

　鉄構工事は公共投資額の増減に影響される。 

　

　（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが4,576百万円の収入、投資活動によるキャッ

シュ・フローが2,225百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが2,123百万円の支出となり、前連結会計年

度末に比べ15百万円増加し17,807百万円となった。 

　当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、内部資金または借入及び社債の発行により資金調達

することとしている。当連結会計年度末は短期借入金2,039百万円、長期借入金1,322百万円、１年以内償還予定社債

50百万円で構成されている。

　当社グループは、健全な財政状態であり、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力もあり、当社グループ

の成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えている。

 

　（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう求めてい

る。

　今後の我が国経済においては、原材料価格等の上昇基調が続くことが予想され、鋼材及びその他原材料の仕入価格

の更なる高騰が懸念される。 

　造船業界は、新造船については豊富な手持工事を有しているが、今後は、サブプライムローン問題を発端とした金融

不安に起因する船主への融資引き締め等による新造船発注の手控えが懸念される。又、韓国や事業規模の拡大が続く

中国と対峙するため更なる競争力の強化や、造船技能者の大半を占める団塊世代の定年退職に対応するため、若手へ

の早期技能伝承等が大きな課題となっている。 

　機械業界においては、ドル安による輸出の伸び悩み等もあり景気が足踏み状態となり、国内外の設備投資の伸びが

鈍っていること等から、先行きについては不透明な状況となっている。 

　鉄構業界においては、公共投資の引き締め傾向が続く見通しであり、又、競争の激化もあり、鉄構部門を取り巻く経

営環境の厳しさは続くものと予想される。 

　こうした状況において、当社グループは、鋼材価格及びその他資機材価格を含めあらゆる面でのコスト抑制に全力

を尽くし、全社決算の改善につなげるよう努力を続けていく。又、計画的に設備投資を行うほか、技術・技能の継承推

進とその仕組みの定着を図っていく所存である。 

　セグメント別の主な取組みとしては次のとおりである。 

①　船舶部門 
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　新造船については、得意船型・船種を中心に受注活動を行い利益確保に努めるほか、新造船設備の増強や新船型の

開発を行っていく。 

　修理船については、海上自衛隊や米海軍等の艦船の修理業務へ注力していく。 

②　機械部門 

　追加設備工事の実行及び要員の育成と拡充により、更なる生産性及び品質の向上を図っていく。 

③　鉄構部門 

　技術提案力向上とコストダウンによる価格競争力向上を図っていく。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　　当社グループでは、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、合わせて省力化、合理化　　

　及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。

　　　　

部門 当連結会計年度 前期比

船舶 2,633百万円 87.67%

機械 722 百万円 36.12%

鉄構 301百万円 99.00%

その他 22百万円 112.07%

計 3,679百万円 75.56%

消去又は全社 813百万円 250.40%

合計 4,493百万円 93.00%

　　当連結会計年度の設備投資等は、主として新造船設備の更新及び機械製造設備増強工事等のためのものである。

　また、所要資金は、自己資金及び借入金によっている。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりである。

(1) 事業の種類別セグメント別内訳

平成20年3月31日現在

事業の種類別セグメントの名称

帳簿価額(百万円)
従業員
(人)建物

及び構築物
ドック船台

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

船舶 4,228 702 1,635 ― 2,360 8,926 836

機械 491 ― 1,690 ― 585 2,767 142

鉄構 138 19 338 ― 49 546 131

その他 6 ― 32 ― 5 44 335

小計 4,864 722 3,697 ― 3,00112,2851,444

消去又は全社 1,797 ― 654
9,185
(1,609)

774 12,411183

合計 6,661 722 4,352
9,185
(1,609)

3,77624,6971,627

(注) １　帳簿価額「土地」は、セグメント別区分が困難なため、消去又は全社の欄に記載した。

２　帳簿価額「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定の合計である。

３　帳簿価格「機械装置及び運搬具」及び「その他」には、リース料支払額83百万円を含んでいる。

４　金額には消費税等を含まない。

　

(2) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業所の
種類別

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員
(人)建物及び

構築物
ドック
船台

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

佐世保造船所
(長崎県
佐世保市)

船舶
船舶造改修
設備

4,228 702 1,635 ― 2,3608,926 826

機械
機械装置
改修設備

491 ― 1,690 ― 585 2,767 133

鉄構
機械装置
改修設備

138 19 338 ― 48 544 107

その他 ― ― ― ― 0 0 68

小計 4,858 722 3,664 ― 2,99412,2391,134

消去又は
全体

1,381 ― 654
8,047
(1,606)

75010,832163

合計 6,239 722 4,319
8,047
(1,606)

3,74423,0721,297

本社
（東京都）

全社的管理
業務・販売
業務

その他設備 416 ― ―
1,137
(3)

59 1,614 63

合計 6,655 722 4,319
9,185

(1,609)　
3,80424,6861,360

(注) １　帳簿価額「土地」は、セグメント別区分が困難なため、消去又は全体の欄に記載した。

２　帳簿価額「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定の合計である。

３　帳簿価格「機械装置及び運搬具」及び「その他」には、リース料支払額70百万円を含んでいる。

４　金額には消費税等を含まない。
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(3) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

帳簿価額(百万円)
従業員
(人)建物

及び構築
物

ドック船
台

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千
㎡)

その他 合計

佐重工興
産㈱

佐世保造船
所 
(長崎県 
佐世保市)

鉄構 　　― ― ― ― 1 1 8

佐世保マ
リン・ア
ン ド ・
ポ ー ト
サービス
㈱

佐世保造船
所
(長崎県
佐世保市)

その他 ― ― 0 ― 0 0 38

㈱サセホ
興産

佐世保造船
所 
(長崎県 
佐世保市)

その他 8 ― 19 ― 3 31 82

㈱エヌエ
ヌユー

佐世保造船
所 
(長崎県 
佐世保市)

その他 ― ― 11 ― 0 12 61

㈱つくも
サービス

佐世保造船
所 
(長崎県 
佐世保市)

その他 ― ― 4 ― 0 5 69

合計 8 ― 35
―
(―)

7 50 258

(注) １　帳簿価額「その他」は、工具器具備品の額である。

２　帳簿価額「機械装置」及び「その他」には、リース料支払額12百万円を含んでいる。

３　金額には消費税等を含まない。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

原価低減及び品質向上を図るため設備の更新及び改修、除却等を計画している。

その計画の大要は次のとおりである。

(1) 新設

　

会社名
事業所名

所在地

事業所の　種
類別

セグメントの
名称

設備の
内容

投資の予定金額
資金調達
方法

着手年月及び　　　　　　　完了予定
年月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手年月 完了年月

佐世保重工業㈱

佐世保造船所
長崎県
佐世保市

船舶 ドック排水設備 700 348
自己資金
及び借入
金

平成18年10月 平成20年12月 20％アップ

300tクレーン新
設

1,340 606 平成19年1月 平成20年5月
 吊り能力　
180ｔアップ

300t自走台車 300 64 平成19年1月 平成21年4月 30％アップ

引船2隻新造 980 667 平成19年4月 平成20年7月 30％アップ

ブラスト・塗装
場新設

1,000 170 平成19年5月 平成21年7月 30％アップ

4ドック扉船新替
え

507 ─ 平成18年4月 平成20年12月

NCプラズマ切断
機他

652 217 平成19年4月 平成21年6月 20％アップ

3D-CAD導入 254 161 平成18年4月 平成21年3月 2％アップ

FCB更新 470 ─ 平成18年4月 平成21年1月 50％アップ

小計 6,203 2,233

機械 機械設備増強 1,710 515 平成17年5月 平成21年11月 20％アップ

小型クランク軸
生産設備

2,500 281 平成19年9月 平成21年12月 10％アップ

大型舵構造生産
設備

500 4 平成19年11月 平成20年11月 50％アップ

圧力容器増産設
備

320 ─ 平成20年5月 平成21年9月 50％アップ

小計 5,030 800

その他 新婚社宅新築 650 387 平成19年5月 平成20年5月

新監督官事務所
ビル新築

778 ─ 平成20年1月 平成21年7月

小計 1,428 387

合計 12,661 3,420

(注)　金額には消費税等を含まない。

　

(2) 改修

　

会社名
事業所名

所在地

事業所の
種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

投資の予定金額
資金調達
方法

着手年月及び
完了予定年月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手年月 完了年月

佐世保重工業㈱

佐世保造船所
長崎県
佐世保市

船舶
クレーン移設
・改修

96 18
自己資金及
び借入金

平成19年4月 平成20年9月

鉄構
白岳工場改修
他

428 36 平成19年5月 平成20年12月

その他
現場食堂、更
衣室改修

219 40 平成20年2月 平成20年5月

合計 743 94

(注)　金額には消費税等を含まない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 353,675,000

計 353,675,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 161,955,000同左
東京、大阪各証券取
引所第一部及び福
岡証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 161,955,000同左 ― ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年３月21日(注) △6,325 161,955 ─ 8,414,000 ─ 5,148,277

(注)　利益による自己株式消却による減少。
　

　

(5) 【所有者別状況】
平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 50 73 206 112 5 15,35615,803 ―

所有株式数
(単元)

1,50232,4786,43048,01222,387 10 50,815161,634321,000

所有株式数
の割合(％)

0.93 20.05 3.97 29.6613.83 0.01 31.55100.00 ―

(注) １　自己株式1,468,278株は「個人その他」に1,468単元及び「単元未満株式の状況」に278株を含め記載してい
る。

２　証券保管振替機構名義株式27,000株は「その他法人」に27単元を含めて記載している。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合
(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 15,659 9.66

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23－１ 15,110 9.33

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,153 4.42

吉田海運株式会社 長崎県佐世保市三浦町１－34 6,147 3.80

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,090 3.76

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号 5,179 3.20

シンコウ株式会社 東京都品川区南品川２丁目２番７号 4,150 2.56

ザチェースマンハッタンバンク

エヌエイロンドン

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON E

C2P 2HD, ENGLAND

東京都中央区日本橋兜町６番７号

2,762 1.71

佐世保重工業佐栄会 長崎県佐世保市立神町無番地 2,501 1.54

モルガンスタンレーアンドカン

パニーインク

（常任代理人　モルガンスタン

レー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,

USA

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号

2,493 1.54

計 ― 67,244 41.52

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　 7,153千株

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　 6,090千株

２　株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ及びその共同保有者から、当期中に大量保有報告書（変更報告書）

の提出があり（報告義務発生日　平成20年３月24日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりま

すが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」で

は考慮しておりません。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 800 0.49

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 5,973 3.69

三菱UFJ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 385 0.24

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 192 0.12

三菱UFJアセット・マネジメント
(UK)
(MItsubishi UFJ Asset
Management (UK) Ltd.)

12-15Finsbury Circus, London, EC2M 7BT,
United Kingdom

192 0.12

３　ゴールドマン・サックス証券株式会社及びその共同保有者から、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告

義務発生日　平成20年３月14日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在に

おける当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりま

せん。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区六本木六丁目10－１　六本木ヒル
ズ森タワー

408 0.25

Goldman Sachs International
Peterborough Court, 133 Fleet Street, 
London EC4A 2BB UK

8,752 5.40

Goldman Sachs & Co.
8 5 Broad Street, New York 10004, 
U.S.A.

0 0.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,468,000　
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

160,166,000　
160,166 ―

単元未満株式
普通株式

321,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 161,955,000― ―

総株主の議決権 ― 160,166 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が27,000株(議決権27個)含まれ

ている。

２　「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式278株が含まれている。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

　(自己保有株式)
　佐世保重工業株式会社

　東京都中央区日本橋浜町
　二丁目31番１号

1,468,000― 1,468,000 0.91

計 ― 1,468,000― 1,468,000 0.91

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

会社法第155条第3号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年８月29日決議)での決議状況
(取得期間平成19年８月30日～平成19年12月31日)

1,500,000（上限）1,005,000,000（上限）

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,417,000 961,425,222

残存決議株式の総数及び価額の総額 83,000 43,574,778

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 5.53 4.34

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 5.53 4.34

　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

会社法第155条第7号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 8,489 5,288

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い取り

による株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― 　―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 1,468,278― 1,468,278―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い取

りによる株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

造船業界は、国内・海外の区別のない一つの世界市場で競争しており、完全に世界の海運市況、為替動向に左右される

ことから、業績は大幅な変動を受け易い業種である。このため、株主の皆様への利益還元を第一に考え、企業体質強化の

ための内部留保との調和を図りつつ、その時々の業績動向を勘案して決定する方針を採っている。

当社は、中間配当を行うことができる旨を定めている。当社における剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回

を基本的な方針としている。剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。

　　当期の期末配当については、経営体質の改善と今後の事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用い、１株あたり５

　円としている。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円）

平成20年6月25日
定時株主総会決議

802 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 157 233 365 458 881

最低(円) 68 106 188 210 275

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 881 851 680 512 495 404

最低(円) 777 555 480 373 397 275

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

森　島　英　一 昭和16年８月30日生

昭和39年４月 日商㈱入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで

35

平成７年10月 日商岩井㈱東京本社船舶車両本部

副本部長

平成９年７月 同社理事兼国際統括部長

平成11年10月 同社理事兼ソウル支店長

平成12年７月 同社理事兼韓国日商岩井㈱社長

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役就任

社長補佐兼営業部門担当

平成16年６月 当社代表取締役副社長就任　社長

補佐兼営業部門統括兼鉄構営業本

部長

平成17年４月 当社代表取締役副社長　社長補佐

兼営業部門統括

平成17年６月 当社代表取締役社長就任

（現在に至る)

取締役
専務執行役員

社長補佐 
艦艇・修繕船
管掌兼鉄構事
業部長

山　中　康　裕 昭和24年６月30日生

昭和50年４月 当社入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

29

平成11年11月 当社執行役員

平成12年６月 当社取締役就任

平成13年６月 当社佐世保造船所副所長

平成14年６月 当社佐世保造船所長

平成15年６月 当社常務取締役就任 佐世保造船

所長

平成16年６月 当社代表取締役専務取締役就任

生産部門統括兼佐世保造船所長

平成17年６月

平成17年11月

　　　　　

平成18年６月

当社代表取締役専務取締役　生産

部門統括　　　　　

当社代表取締役専務取締役　生産

部門統括兼鉄構事業部長

当社代表取締役専務取締役 社長

補佐営業部門統括兼鉄構事業部長

平成19年６月 当社代表取締役専務取締役社長補

佐艦艇・修繕船管掌兼鉄構事業部

長　　　　　　　　

平成20年６月 当社取締役専務執行役員就任　社

長補佐艦艇・修繕船管掌兼鉄構事

業部長　　　　　　(現在に至る)

取締役
専務執行役員

社長補佐
資材担当兼佐
世保造船所長

加　藤　陽　一 昭和25年11月29日生

昭和48年４月 当社入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

5

平成12年７月 当社造船設計部長

平成13年６月 当社常務執行役員、造船設計部長

平成14年８月 当社常務執行役員、佐世保造船所

副所長（設計部門担当）

平成15年６月 当社常務執行役員、佐世保造船所

副所長兼造船設計部長兼艦艇設計

部長

平成16年６月

 

当社常務取締役就任、佐世保造船

副所長（設計・開発担当）　　　　

平成17年６月 当社常務取締役　佐世保造船所長

兼開発担当　　　　

平成18年６月 当社常務取締役　生産部門統括兼

佐世保造船所長兼開発担当

平成19年６月 当社常務取締役　新造船事業部長

平成20年６月

 

当社取締役専務執行役員就任　社

長補佐資材担当兼佐世保造船所長

 　　　　　　(現在に至る)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役
専務執行役員

社長補佐
新造船事業部
長

宮　﨑　尊　德 昭和23年４月11日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで

11

平成９年10月 同社東京本社船舶部副部長

平成10年９月 同社インド・ボンベイ駐在員事務

所長

平成12年７月 日本アウトソーシング㈱入社

平成14年７月 当社入社

平成15年３月 当社船舶営業本部船舶営業部長

平成16年６月 当社取締役就任　船舶営業本部長

兼船舶営業部長　　

平成18年６月 当社取締役　営業部門統括補佐兼

船舶営業本部長兼佐世保造船所資

材部分掌  

平成19年６月 当社常務取締役就任　新造船事業

部副事業部長 

平成20年６月 当社取締役専務執行役員就任　社

長補佐新造船事業部長

　　　　　　　　　(現在に至る)

取締役
常務執行役員

コーポレート
部門長兼経営
企画部長

小　林　　 勉 昭和23年６月22日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

9

平成11年７月 同社経営企画部副部長

平成12年10月 同社人事部専門部長

平成14年７月 当社入社

平成15年４月 当社経営企画部長

平成16年６月 当社取締役就任　管理・財経部門

統括補佐兼経営企画部長兼人事総

務部長

平成17年３月 当社取締役　管理・財経部門統括

補佐兼経営企画部長

平成19年６月 当社取締役　コーポレート部門補

佐兼経営企画部長　

平成20年６月 当社取締役常務執行役員就任　

コーポレート部門長兼経営企画部

長　　

(現在に至る)　

取締役
常務執行役員

機械事業部長
兼大阪支社長

種　村　輝　幸 昭和21年４月14日生

昭和40年４月 当社入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

22

平成13年12月 当社退職

㈱エヌエヌユー入社

平成15年６月 当社入社、執行役員就任　機械営業

部長

平成16年６月 当社執行役員、機械営業本部副本

部長兼機械営業部長

平成17年11月 当社執行役員、機械営業本部副本

部長兼機械営業部長兼鉄構事業部

鉄構営業本部大阪営業所長

平成18年６月 当社常務執行役員就任、機械営業

本部長兼鉄構事業部鉄構営業本部

大阪営業所長

平成18年11月 当社常務執行役員、機械営業本部

長

平成19年６月 当社常務執行役員、機械事業部長

兼大阪支社長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員就任　機

械事業部長兼大阪支社長

(現在に至る)　

取締役 内　田　純　司 昭和25年４月30日生

昭和49年４月 新日本製鐵㈱入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

─

平成13年４月 同社薄板事業部電磁鋼板営業部長

平成15年４月 同社建材事業部建材営業部長

平成17年４月 同社参与 (建材事業部長、鋼管事

業部長委嘱)

平成17年６月 同社取締役就任 (建材事業部長、

鋼管事業部長委嘱)

平成18年６月 同社執行役員就任　(建材事業部

長、鋼管事業部長委嘱)

平成19年４月 同社執行役員　(厚板営業部長委

嘱)　 　　　　　　(現在に至る)

平成19年６月 当社取締役就任　　(現在に至る)

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)
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取締役 松　岡　直　人 昭和24年４月20日生

昭和47年４月 三菱商事㈱入社

平成
20年
６月
から
平成
21年
６月　
まで
 

─

平成11年４月 上野鉄鋼㈱代表取締役社長

平成13年４月 三菱商事㈱鉄鋼国内事業部建設建

材・冷鉄源ユニット部長

平成15年１月 同社退社

平成15年１月 ㈱メタルワン条鋼建材第一部長

平成16年４月 ㈱メタルワン建材代表取締役社長

平成19年１月 ㈱メタルワン常務執行役員就任　

厚板・鋼管・建材本部長

平成19年６月 当社取締役就任　　(現在に至る)

平成20年４月 ㈱メタルワン専務執行役員就任　

営業管掌、兼厚板・鋼管・建材本

部長　　　　　　　(現在に至る)

監査役 (常勤) 内　野　秀　幸　 昭和23年８月11日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社　大阪本社経理部 

鉄鋼経理課

平成
20年
６月
から
平成
24年
６月　
まで

─

平成９年７月 同社投融資審議室　副室長

平成12年６月 同社退社

平成15年２月 ＴＦＰコンサルティンググループ

 

東京ファイナンシャルプランナー

ズ経理部長

平成16年１月 同社退社

平成18年３月 千葉県税理士会登録

平成16年４月 税理士事務所開設  (現在に至る)

平成18年６月 当社監査役就任

平成18年６月 当社常勤監査役就任　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　(現在に至る)

監査役 (常勤) 永　野　健　彦　 昭和21年６月21日生

昭和44年４月 当社入社　

平成
20年
６月
から
平成
24年
６月　
まで
 

3

平成４年10月 当社経理部長

平成12年６月 当社執行役員　経理部長兼佐世保

造船所経理部長

平成14年８月 当社執行役員、経理部長

平成16年６月 当社執行役員、東京経理部長

平成17年６月 当社執行役員、東京経理部長兼人

事総務部長

平成19年６月 当社執行役員、財務部長兼総務部

長

平成19年11月 当社執行役員、財務部長

平成20年６月 当社常勤監査役就任　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　(現在に至る)

監査役 森　　　三　四 昭和28年９月10日生

昭和53年４月 ㈱親和銀行入行

平成
20年
６月
から
平成
24年
６月　
まで
 

─

平成12年６月 同行総合企画部長

平成13年６月 同行取締役就任

平成14年４月 ㈱九州親和ホールディングス取締

役就任

平成16年６月 当社監査役就任　 （現在に至る）

平成17年６月 ㈱九州親和ホールディングス代表

取締役常務就任

平成18年６月 同社専務取締役就任

平成18年６月 ㈱親和銀行専務取締役就任

平成19年10月 同行取締役常務執行役員就任

　　　　　　　　 （現在に至る）

監査役 西　本　恭　彦 昭和21年11月22日生

昭和52年６月 弁護士登録 平成
20年
６月
から
平成
24年
６月　
まで
 

─

昭和60年４月 東京経済法律事務所（現新生綜合

法律事務所）開設

　　　　　　　  　(現在に至る)

平成16年１月 当社仮監査役就任

平成16年６月 当社監査役就任　  (現在に至る)

計 114

 (注) １．取締役内田純司、松岡直人の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

      ２．常勤監査役内野秀幸氏及び監査役森三四、西本恭彦の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

る。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、経営の透明性・公正性とともに効率性を高め、また、変化の激しい経営環境に迅速に対応しうる経営

システムを構築し、企業価値の向上を目指すことをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としてい

　る。　　　　

　　(1)会社の機関の内容及び内部統制システム並びにリスク管理体制の整備の状況

　　　　当社は監査役制度を採用している。取締役の定員は14名以内、監査役の定員は4名以内とする旨を定款で

　　定めている。就任している取締役は8名、うち社外取締役2名には客観的立場から助言・指導を受けており、

　　また、監査役は4名、うち社外監査役は3名で、その中の1名は弁護士が就任し、監査体制の強化を図ってい

　　　る。また、社外取締役及び社外監査役の全員は、当社と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する旨の契約

　　を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額である。なお、各社外

　　取締役及び各社外監査役と当社の間には特別な利害関係はない。

　　当社は、取締役の選任議案は、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、

　その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。

　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める議決権について

　議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも

　　って行う旨を定款で定めている。

　　　　当社の経営機構としては、毎月1回、取締役会、監査役会、経営会議、法務倫理委員会を開催している。

　　　経営会議は常勤の取締役及び執行役員で構成し、経営の諸課題に関わる事項について事業活動を取り巻くリ

　　　スクの分析や評価を含めて幅広く検討・討議し、迅速に意思決定を行うとともに、重要事項については取締

　　　役会で決議あるいは報告している。

　　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策のため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取

　　締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めている。

　　当社は、中間配当について、機動的な配当政策のため、会社法第454条第5項の規定に基づき、取締役会の

　　決議によって中間配当を行うことができる旨を定款で定めている。

　　　　コンプライアンスの徹底については、社長を委員長とする法務倫理委員会を設置し、毎月運営している。　

　　　同委員会の活動として、社員の行動基本原則を制定し、法令遵守に関わる内部告発や相談のための窓口を設　

　　　け、広くグループ社員からの意見聴取等を行っており、法令遵守のための対策をとっている。また、法務倫

　　　理委員会の討議内容については、取締役会に報告するほか、必要に応じて社員へも通知している。

　　なお、従来より取り組んできたコーポレートガバナンスの向上に加え、平成18年５月の会社法施行及び同

　　年６月の金融商品取引法の成立を受け、より具体的な取組みとして、最高責任者である代表取締役の下、内

　　部統制委員会及び内部統制推進室を中心として内部統制の構築に取り組んでいる。特に、平成20年度からは

　　前述の金融商品取引法が新たに上場会社に対し財務報告に係る内部統制報告書の提出を求めていることから、

　　内部統制推進室ではこの報告を適切に行う為の内部統制の整備・運用・評価に重点を置いて取り組んでいる。
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　(2)内部監査及び監査役監査の状況

　　　内部監査については、監査室(3名)を設置し、定期的に社内各部署や子会社の業務執行につき監査を実施

　　し、また、監査役とも連携して業務改善指導をおこなっている。監査結果については法務倫理委員会で報告、

　　討議するなどして、内部統制機能の向上を図っている。

　　　監査役は、毎月開催の取締役会、経営会議、法務倫理委員会、その他の主要会議に出席するとともに、取

　　締役等から業務執行状況の聴取や決裁書類の閲覧などを通じて、その適法性について監査を行なっている。

　　  また、会計監査人と定期的な情報・意見交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携を

　　とっている。

　　　監査役会は原則として毎月開催し、監査役相互間の情報の共有を図るとともに、内部統制の向上に努めて

　　いる。

　

　(3) 会計監査の状況

　　　会計監査人については、新日本監査法人を選任している。会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、

　　黒田裕、薬袋政彦の２名であり、継続監査年数は７年以内である。また、会計監査業務の補助者は、公認会

　　　計士６名、会計士補４名、その他13名となっている。

　　　なお、辰巳監査法人及びみすず監査法人は平成19年６月28日開催の当社第85回定時株主総会の時をもって

　　　任期満了により当社会計監査人を退任し、新たに新日本監査法人が選任され就任した。

　

　　(4) 取締役・監査役の報酬の内容

　当事業年度に取締役及び監査役へ支払った報酬の内容は次のとおりである。

区分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員

（名）

支給額　　

（百万円）

支給人員

（名）

支給額　　

（百万円）

支給人員

（名）

支給額　　

（百万円）

支給人員

（名）

支給額　　

（百万円）

支給人員

（名）

支給額　　

（百万円）

定款又は株主総

会決議に基づく

報酬

8 133 ― ― 1 11 3 15 12 159

使用人兼務取締

役に対する使用

人給与

3 25 ― ― ― ― ― ― 3 25

計 ― 158 ― ― ― 11 ― 15 ― 184

（注）1.社外取締役２名については、無報酬であるため上記には記載していない。

　

　

　　(5) 監査報酬の内容

　　 当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号)第2条第1項に規定する業務に基づき契約

   した監査報酬は22百万円支払っている。

 　　上記以外の業務に基づく新日本監査法人への報酬は5百万円で、これは財務報告に係る内部統制に関するア

　 ドバイザリー契約によるものである。
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　（6）当社におけるコーポレート・ガバナンス体制（模式図）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年３月31日現在）
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「造船業財務諸表準則」(昭和26年運輸省告示第254号)、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作

成している。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

している。

　

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、辰巳監査法人及びみすず監査法人により監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月

１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受け

ている。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代している。

　　第85期連結会計年度の連結財務諸表及び第85期事業年度の財務諸表

　　　辰巳監査法人及びみすず監査法人

　　第86期連結会計年度の連結財務諸表及び第86期事業年度の財務諸表

　　　新日本監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 21,271 18,779

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 14,228 24,006

　３　有価証券 1,537 1,539

　４　たな卸資産 2,397 2,961

　５　繰延税金資産 2,486 1,570

　６　その他 1,674 2,435

　  　貸倒引当金 △45 △62

　　　流動資産合計 43,55059.4 51,23160.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 20,171 20,177

　　　　減価償却累計額 13,171 7,000 13,515 6,661

　　(2) ドック船台 4,463 4,461

　　　　減価償却累計額 3,692 771 3,738 722

　　(3) 機械装置及び運搬具 21,681 21,907

　　　　減価償却累計額 17,340 4,340 17,580 4,326

　　(4) 工具器具備品 1,947 2,093

　　　　減価償却累計額 1,694 252 1,768 325

　　(5) 土地 9,467 9,185

　　(6) 建設仮勘定 419 3,393

　　　有形固定資産合計 22,25230.4 24,61329.0

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 179 141

　　(2) 実用新案権 0 0

　　(3) 電話加入権 11 11

　　　無形固定資産合計 191 0.3 153 0.2

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1,2 6,999 5,539

　　(2) 長期貸付金 20 14

　　(3) 繰延税金資産 0 2,801

　　(4) その他 771 863

　　　　貸倒引当金 △511 △510

　　　投資その他の資産合計 7,2809.9 8,70810.3

　　　固定資産合計 29,72440.6 33,47639.5

　　　資産合計 73,274100.0 84,707100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※1,3 18,930 20,117

　２　設備関係支払手形 ※３ 852 1,116

　３　短期借入金 ※１ 1,665 2,039

　４　１年以内償還予定社債 ※１ 100 50

　５　未払法人税等 44 79

　６　前受金 ※１ 18,174 25,273

　７　保証工事引当金 74 65

　８　受注工事損失引当金 76 3,258

　９　その他 2,203 2,466

　　　流動負債合計 42,12057.5 54,46564.3

Ⅱ　固定負債

　１　社債 ※１ 50 ―

　２　長期借入金 ※１ 2,431 1,322

　３　繰延税金負債 100 3

　４　退職給付引当金 8,533 8,142

　５　役員退職慰労引当金 102 ―

　６　特別修繕引当金 50 28

　７　その他 161 295

　　　固定負債合計 11,43115.6 9,79311.6

　　　負債合計 53,55173.1 64,25875.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,41411.5 8,4149.9

　２　資本剰余金 5,1487.0 5,1486.1

　３　利益剰余金 4,3615.9 6,9968.3

　４　自己株式 △7 △0.0 △974△1.2

　　　株主資本合計 17,91624.4 19,58323.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,8052.5 864 1.0

　２　為替換算調整勘定 1 0.0 0 0.0

　　　評価・換算差額等合計 1,8062.5 864 1.0

　　　純資産合計 19,72326.9 20,44824.1

　　　負債純資産合計 73,274100.0 84,707100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 53,846100.0 66,637100.0

Ⅱ　売上原価 49,54992.0 60,60090.9

　　　売上総利益 4,2978.0 6,0369.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　給料手当 759 864

　２　退職給付費用 116 102

　３　貸倒引当金繰入額 88 15

　４　研究開発費 ※４ 160 84

　５　賃借料 ― 281

　６　その他 1,014 2,1394.0 1,017 2,3663.6

　　　営業利益 2,1574.0 3,6705.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 15 106

　２　受取配当金 54 72

　３　保険金及び生保配当金 46 51

　４　為替差益 128 ―

　５　その他 23 268 0.5 27 257 0.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 162 185

　２　為替差損 ─ 376

　３　持分法による投資損失 ─ 0

　４　その他 17 180 0.3 70 633 0.9

　　　経常利益 2,2454.2 3,2945.0
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※１ 8 6

　２　投資有価証券売却益 23 31 0.1 ― 6 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産処分損 ※２ 242 189

　２　過年度役員退職慰労引当
　　　繰入額

67 ―

　３　減損損失 ※３ ─ 446

　４　投資有価証券評価損 ─ 838

　５　その他 0 311 0.6 177 1,6522.5

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

1,9663.7 1,6482.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

17 34

　　　法人税等調整額 △678 △661△1.2 △1,344 △1,309△1.9

　　　当期純利益 2,6274.9 2,9584.4
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 1,734 △4 15,292

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 2,627 2,627

　自己株式の取得 △3 △3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ 2,627 △3 2,624

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 4,361 △7 17,916

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,400 1 1,40116,693

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 ─ 2,627

　自己株式の取得 ─ △3

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

405 △0 405 405

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

405 △0 405 3,029

平成19年３月31日残高(百万円) 1,805 1 1,80619,723
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 4,361 △7 17,916

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △323 △323

　当期純利益 2,958 2,958

　自己株式の取得 △966 △966

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ 2,634 △966 1,667

平成20年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 6,996 △974 19,583

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,805 1 1,80619,723

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ △323

　当期純利益 ─ 2,958

　自己株式の取得 ─ △966

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△941 △0 △942 △942

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△941 △0 △942 725

平成20年３月31日残高(百万円) 864 0 864 20,448
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 1,966 1,648
　　　減価償却費 1,323 1,617
　　　減損損失 － 446
　　　貸倒引当金の増加額 88 15
　　　退職給付引当金の減少額 △179 △391
　　　役員退職慰労引当金の増加額（減少：△） 102 △102
　　　保証工事引当金の増加額（減少：△） 42 △9
　　　受注工事損失引当金の増加額 30 3,182
　　　特別修繕引当金の増加額（減少：△） 9 △21
　　　受取利息及び受取配当金 △69 △178
　　　支払利息 162 185
　　　為替差損（為替差益：△） △2 364
　　　投資有価証券売却益 △23 －
　　　投資有価証券評価損 － 838
　　　有形固定資産売却益 △8 △6
　　　固定資産処分損 242 189
　　　売上債権の増加額 △374 △9,811
　　　たな卸資産及び前払金の増加額 △23 △762
　　　未収消費税等の増加額 △103 △461
　　　その他流動資産の減少額（増加：△） 106 △50
　　　仕入債務の増加額 748 536
　　　前受金の増加額 7,440 7,099
　　　その他流動負債の増加額 697 276
　　　持分法による投資損失 － 0
　　　その他 0 9
　　　　小計 12,176 4,616
　　　利息及び配当金の受取額 65 158
　　　利息の支払額 △158 △191
　　　独占禁止法違反に係る課徴金等支払額 △200 －
　　　法人税等の支払額 △22 △6
　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 11,861 4,576
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　預入期間が３ヶ月を超える定期預金の
　　　預入による支出

－ △1,664

　　　預入期間が３ヶ月を超える定期預金の
　　　払戻による収入

－ 3,519

　　　預入期間が３ヶ月を超える定期預金の
　　　減少額

667 －

　　　有価証券の取得による支出 △1,497 △1,497
　　　有価証券の売却・償還による収入 － 1,998
　　　有形固定資産の取得による支出 △2,492 △3,612
　　　有形固定資産の売却による収入 13 15
　　　有形固定資産の除却による支出 － △64
　　　無形固定資産の取得による支出 △48 △10
　　　投資有価証券の取得による支出 △1,628 △1,209
　　　投資有価証券の売却・償還による収入 73 252
　　　投資その他の資産の売却による収入 － 1
　　　貸付による支出 △5 －
　　　貸付金の回収による収入 6 5
　　　その他固定資産の減少額（増加：△） 8 △97
　　　その他固定負債の増加額（減少：△） △2 137
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △4,904 △2,225
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額（減少：△） △100 5
　　　長期借入による収入 500 －
　　　長期借入金の返済による支出 △736 △740
　　　社債の償還による支出 △100 △100
　　　配当金の支払額 △0 △321
　　　自己株式の取得による支出 △3 △966
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △439 △2,123
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 2 △211
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 6,519 15
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 11,273 17,792
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 17,792 17,807
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (イ)　連結子会社の数　６社

　　　連結子会社は、「第１　企業の概況　

４　関係会社の状況」に記載して

いるため、省略した。

(イ)　連結子会社の数　７社

同左

(ロ)　非連結子会社の数　１社

　　　非連結子会社は、佐世保重工業(香

港)有限公司の１社である。

　　　非連結子会社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純

利益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲

から除いている。

　なお、前連結会計年度まで非連結

子会社であったエス　アイ　ガスセ

ンターサービス㈱は、平成18年６

月30日付けで全ての所有株式を売

却した。

(ロ)　非連結子会社の数　１社

　　　非連結子会社は、佐世保重工業(香

港)有限公司の１社である。

　　　非連結子会社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純

利益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲

から除いている。

２　持分法の適用に関する事

項

(イ)　持分法適用の非連結子会社数

      １社

　　　佐世保重工業(香港)有限公司

(イ)　持分法適用の非連結子会社数

      １社

　　　佐世保重工業(香港)有限公司

(ロ)　持分法の適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、当該会社の事業年度にかか

る財務諸表を使用している。

(ロ)　持分法適用会社の事業年度末日

と連結決算日は一致している。

(ハ)　持分法を適用しない関連

  会社数                 １社

  持分法非適用会社（伊万里湾ポ

－トサ－ビス㈱）は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として重要

性がないため、持分法の適用から

除外している。

(ハ)　持分法を適用しない関連

  会社数                 １社

  持分法非適用会社（伊万里湾ポ

－トサ－ビス㈱）は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として重要

性がないため、持分法の適用から

除外している。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致している。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(イ)　重要な資産の評価基準及び評価

方法

　(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　…償却原価法（定額法）

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　…期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定している。)

(イ)　重要な資産の評価基準及び評価

方法

　(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　　…移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) デリバティブ

　　　時価法

　(3) たな卸資産

　　　主として原材料及び貯蔵品は移動

平均法による原価法による。半成

工事は個別法による原価法によ

る。

　(2) デリバティブ

同左

　(3) たな卸資産

同左

(ロ)　重要な減価償却資産の減価償却

方法

　　　有形固定資産

　　　　定率法を採用している。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであ

る。

　　　建物及び構築物　　　２～60年

　　　ドック船台　　　　　20～45年

　　　機械装置及び運搬具　２～17年

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

(ロ)　重要な減価償却資産の減価償却

方法

同左

 

（会計方針の変更）　　

　法人税法の改正((所得税法等の一部を改
正する法律　平成19年３月30日法律第６
号)及び(法人税法施行令の一部を改正す
る政令　平成19年３月30日　政令第83号))
に伴い、当連結会計年度から平成19年４月
１日以降に取得したものについては、改正
後の法人税法に基づく方法に変更してい
る（建物を除く）。これに伴い、営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純利益が
42百万円それぞれ減少している。
　なお、セグメント情報に与える影響につ
いては当該箇所に記載している。

（追加情報）　　

　当連結会計年度から、平成19年３月31日
以前に取得したものについては、償却可能
限度額まで償却が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法によっている。これ
に伴い、営業利益、経常利益及び税金等調
整前当期純利益が172百万円それぞれ減少
している。
　なお、セグメント情報に与える影響につ
いては当該箇所に記載している。
 

(ハ)　重要な引当金の計上基準 (ハ)　重要な引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失の発生に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別の回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。

　(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。会計基準変更時

差異（4,353百万円）は、８年によ

る均等額を費用処理している。ま

た、過去勤務債務は、その発生年度

に費用処理し、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定率

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理

することとしている。

　(2) 退職給付引当金

同左

　(3) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計

上している。

　(3) 役員退職慰労引当金

　　　当連結会計年度において、役員退職

慰労金制度を廃止したことによ

り、役員退職慰労引当金の全額を

固定負債「その他」に振り替えて

いる。

　(4) 保証工事引当金

　　　製品の保証工事費の支出に充てる

ため、保証期間内の保証工事費用

見積額を引当計上している。

　(4) 保証工事引当金

同左

　(5) 特別修繕引当金

　　　船舶の特別修繕費の支出に充てる

ため、過年度の実績を基礎にして

修繕見積額を引当計上している。

　(5) 特別修繕引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 受注工事損失引当金

      未引渡工事のうち、当連結会計

年度末時点で損失の発生する可能

性が高いと見込まれ、かつ、当該損

失を合理的に見積もることが可能

な工事について、翌期以降の損失

見積もり額を計上している。

　(6) 受注工事損失引当金

同左

 

(ニ)　重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

(ニ)　重要なリース取引の処理方法

同左

(ホ)　重要なヘッジ会計の方法
　(1) ヘッジ会計の方法
      金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用している。

(ホ)　重要なヘッジ会計の方法
　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
    （ヘッジ手段）　金利スワップ
    （ヘッジ対象）　借入金

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

   

  (3) ヘッジ方針
      社内規程に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしている。

  (3) ヘッジ方針
同左

  (4) ヘッジ有効性評価の方法
      特例処理によっている金利ス

ワップ取引のみのため、有効性の

評価を省略している。

  (4) ヘッジ有効性評価の方法
同左

(ヘ)　その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項
　(1) 収益及び費用の計上方法
　　　売上高は完成基準に基づき、これを

計上している。ただし請負金額が

１億円以上で、かつ工事期間が１

年超（艦船修理工事については

３ヶ月超）の工事については工事

進行基準により計上している。

(ヘ)　その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項
  (1) 収益及び費用の計上方法

同左

　(2) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。

　(2) 消費税等の会計処理
同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項
　全面時価評価法を採用している。 同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却につい

ては、発生年度に一時償却することと

している。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。

同左
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(会計方針の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 役員退職慰労引当金の新設

  当社は、従来、取締役及び監査役に対する退職慰労金を

支出時の費用として計上していたが、当連結会計年度よ

り、内規を基礎として算定された期末の支給見積額を役

員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。この

変更は平成19年４月27日の取締役会及び監査役会におい

て、定時株主総会での承認を条件として、取締役及び監査

役の退職慰労金制度を平成19年６月の定時株主総会を

もって廃止することとし、廃止日までの在任期間に対応

する退職慰労金は廃止日に金額を確定し、役員退任時に

支給することを決定したことによるものである。これに

より、今後は、会社業績に加え個人貢献度も反映して決定

される年次報酬に一本化されることとなる。この変更に

伴い過年度相当額67百万円は特別損失に、当期発生額35

百万円は販売費及び一般管理費に計上している。この結

果、従来の方法と比べ営業利益及び経常利益は35百万円、

税金等調整前当期純利益は102百万円それぞれ少なく計

上されている。なお、セグメント情報に与える影響につい

ては、当該箇所に記載している。

　この変更は、上述のとおり平成19年４月における役員退

職慰労金制度の見直しを契機として行われたものであ

り、当中間連結会計期間においては従来の方法によって

いる。この変更を行った場合に比べ、当中間連結会計期間

の営業利益及び経常利益は17百万円、税金等調整前中間

純利益は85百万円それぞれ多く計上されている。

 

 連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

  当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。これによる損益に与える影響

はない。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は19,723百万円である。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作

成している。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 連結貸借対照表

  当連結会計年度から、「未収入金」（当連結会計年度

686百万円）は、金額が僅少となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示している。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 連結損益計算書

  販売費及び一般管理費「賃借料」は、当連結会計年度

において販売費及び一般管理費総額の100分の10を超え

たため区分掲記することとした。なお、前連結会計年度の

販売費及び一般管理費「その他」には「賃借料」182百

万円が含まれている。

　

次へ
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保について

　　(1) 固定資産のうち建物404百万円、土地800百万円及

び下記の6,534百万円（工場財団組成）について

は、短期借入金745百万円、長期借入金2,356百万円

の担保に供している。

建物及び構築物 3,529百万円

ドック船台 755

機械装置及び運搬具 985

工具器具備品 2

土地 1,261

計 6,534
　

※１　担保について

　　(1) 固定資産のうち建物135百万円、土地191百万円及

び下記の6,128百万円（工場財団組成）について

は、短期借入金1,269百万円、長期借入金1,187百万

円の担保に供している。

建物及び構築物 3,377百万円

ドック船台 707

機械装置及び運搬具 779

工具器具備品 2

土地 1,261

計 6,128
　

　　(2) 投資有価証券3,565百万円は、１年以内償還予定社

債100百万円、社債50百万円の担保に供している。

　　(2) 投資有価証券3,804百万円は、支払手形及び買掛金

9,946百万円、前受金4,303百万円、１年以内償還予

定社債50百万円、短期借入金590百万円、長期借入

金135百万円の担保に供している。

　　(3) 定期預金2,459百万円は、前受金2,459百万円の担

保に供している。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※２　非連結子会社及び関連会社の株式

投資有価証券(株式) 14百万円

※２　非連結子会社及び関連会社の株式

投資有価証券(株式) 13百万円

※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

いる。

　受取手形　　　　　　　　95百万円

　支払手形　　　　　　　 289百万円

  設備関係支払手形       382百万円

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　主なものは、有形固定資産（土地等）の売却による

ものである。

※１　主なものは、有形固定資産（土地）の売却によるも

のである。

※２　主なものは、有形固定資産（構築物等）の除却によ

るものである。

※２　主なものは、有形固定資産(機械装置及び運搬具等)

の除却によるものである。

※３　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※３ (1) 減損損失を認識した資産グループ及び

　　減損損失額

　　（用途）ゴルフ場

　　（種類）土地他

　　（場所）長崎県佐世保市

　　（金額）435百万円

　

　　（用途）遊休資産

　　（種類）土地

　　（場所）長崎県佐世保市

　　（金額）11百万円

(2) 資産のグルーピングの方法　

　資産のグルーピングは、原則として事業の種類別

セグメント単位とし、遊休資産は個々の物件単位

でグルーピングしている。

(3) 減損損失の認識に至った経緯

（ゴルフ場）

　収益の悪化により、将来キャッシュフローの見通

しが低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減

額した。

（遊休資産）

　市場価格が下落したため帳簿価額を回収可能価

額まで減額した。

(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、不動産鑑定評価額を基礎とした

正味売却価額により算定している。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、160百万円である。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、84百万円である。

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 161,955,000 ― ― 161,955,000
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 33,127 9,662 ― 42,789
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取によるものである。

　
３　配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 323 2.0平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 161,955,000 ― ― 161,955,000
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,789 1,425,489 ― 1,468,278
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得1,417,000株及び単元未

満株式の買取8,489株によるものである。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 323 2.0平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 802 5.0平成20年３月31日 平成20年６月26日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,271百万円

有価証券
預入期間が３か月を超える定期預金

1,537
△3,519

〃
〃

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △1,497〃

現金及び現金同等物 17,792〃
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,779百万円

有価証券
預入期間が３か月を超える定期預金

1,539
△1,511

〃
〃

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △999〃

現金及び現金同等物 17,807〃
　

２　重要な非資金取引の内容

　　該当事項なし

２　重要な非資金取引の内容

同左
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

140 54 86

工具器具備品 208 123 84

ソフトウェア 598 209 389

合計 947 387 560

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

143 76 24

工具器具備品 272 173 ―

ソフトウェア 775 357 ―

合計 1,191 607 24

　　　

 

　　　取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

42

工具器具備品 99

ソフトウェア 417

合計 559

同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197百万円

１年超 363〃

合計 560〃

　　　未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

　　　減損勘定残高

１年内 228百万円

１年超 355〃

合計 583〃

同左

 

　　　　リース資産減損勘定期末残高　　21百万円

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

 

支払リース料 186百万円

減価償却費相当額 186〃

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料
リース資産減損勘定の取崩額

220
3
百万円
〃

減価償却費相当額 217〃

減損損失 24〃

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項なし。

２　オペレーティング・リース取引

同左
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(有価証券関係)

１　前連結会計年度

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

連結決算日に
おける時価
(千円)

差額
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

998 997 △0

合計 998 997 △0

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 2,184 5,458 3,274

(2) その他 83 83 0

小計 2,267 5,542 3,274

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 1,092 846 △245

(2) 債券

　　 社債 20 19 △0

(3) その他 29 29 △0

小計 1,142 896 △245

合計 3,410 6,439 3,028

　

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　　    　   売却額　　　　　　　　　102百万円

　　　　　 　売却益の合計額　　　　　 23百万円

         　　売却損の合計額　　 　　　 0百万円　

(4) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日)

　　満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー            499百万円

　債券　　　　　　　　　　　　　　500百万円

　　その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　　　 75百万円

　ＭＭＦ　　　　　　　             10百万円

(5) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年３月31日)

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

債券

　社債 － 19

その他 113 －

合計 113 19

　

EDINET提出書類

佐世保重工業株式会社(E02125)

有価証券報告書

 54/101



２　当連結会計年度

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

連結決算日に
おける時価
(千円)

差額
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

999 1,002 3

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

500 499 △0

合計 1,499 1,502 2

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 2,011 3,554 1,542

(2) その他 113 113 0

小計 2,125 3,668 1,542

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 443 290 △152

(2) 債券

　　 社債 20 19 △0

(3) その他 10 9 △0

小計 473 320 △153

合計 2,598 3,988 1,389

　

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　　     該当なし

(4) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

　　満期保有目的の債券

債券　　　　　　　　　　　　　1,000百万円

　　その他有価証券

譲渡性預金　　　　　　　　　　　500百万円

  非上場株式　　　　　　　　　　　 67百万円

　ＭＭＦ　　　　　　　             10百万円

(5) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日)

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

債券

　社債 19 －

その他 613 －

合計 633 －
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日まで）

１　取引の状況に関する事項

　外貨建資産、負債に係る将来の取引市場での為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、外貨建

資産、負債の範囲内で為替予約取引を利用している。取引に係るリスクは経理部にて管理し、信用度の

高い金融機関のみを取引相手として為替予約取引を行っているので信用リスクはないと判断してい

る。

２　取引の時価等に関する事項

　　　　該当事項なし。
　　　　　　なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象
　　　　　から除いている。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日まで）

１　取引の状況に関する事項

　①　取引の内容

　当社は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品取引を利用している。

　②　取引に対する取り組み方針

　複合金融商品においては、リスクの高い投機的な取引は行わない方針である。

　③　取引の利用目的

　複合金融商品は、余剰資金の運用を目的として利用している。

　④　取引に係るリスクの内容

　当社が利用している複合金融商品は、金利の変動リスク及び為替相場の変動によるリスクを有してい

る。なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるリスクはほとんどないと認識している。

　⑤　取引に係るリスク体制

　経理部は社内の決裁規程に基づき、取引を実行、管理している。

２　取引の時価等に関する事項

　　(1) 通貨関連

区分 種類

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

契約額等
契約額のうち
１年以内

時価 評価損益

市場取引
以外の　取
引

　特約付外貨定期預金 10百万米ドル 10百万米ドル △16百万円 △16百万円

合計 10百万米ドル 10百万米ドル △16百万円 △16百万円

（注）　1．時価の算定方法

　　　　　　　取引金融機関から提示された価格に基づき算定している。

　　　　 ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

　　　　 ３．特約付外貨定期預金については、複合金融商品の組込デリバティブを区分処理した

            ものである。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

連結子会社は、退職一時金制度のみを設けている。

　

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)(百万円)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)(百万円)

イ　退職給付債務 △10,783 △9,289

ロ　年金資産 1,589 882

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △9,193 △8,406

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 544 －

ホ　未認識数理計算上の差異 116 264

ヘ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △8,533 △8,142

ト　退職給付引当金 △8,533 △8,142

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(百万円)

イ　勤務費用（注１） 458 387

ロ　利息費用 117 107

ハ　期待運用収益 △76 △71

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 544 544

ホ　数理計算上の差異の費用処理 90 42

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 1,134 1,010

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上している。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左

ロ　割引率 1.0％ 同左

ハ　期待運用収益率 4.5％ 4.5％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 １年 同左

ホ　数理計算上の差異の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年
数による定率法による。)

同左

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 ８年 同左
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

繰延税金資産

貸倒引当金 185百万円 151百万円

未払賞与 180〃 217〃

退職給付引当金

受注工事損失引当金

3,451

－

〃

〃

3,292

1,319

〃

〃

繰越欠損金 2,236〃 139〃

その他 486〃 750〃

繰延税金資産小計 6,541〃 5,872〃

評価性引当額 △2,884〃 △870〃

繰延税金資産合計 3,657〃 5,001〃

繰延税金負債

土地圧縮積立金 △47〃 △47〃

その他有価証券評価差額金 △1,223〃 △585〃

繰延税金資産の純額 2,386〃 4,367〃

　
(注１)　「受注工事損失引当金」は、当連結会計年度において繰延税金資産の主な原因となったため区分掲記すること

とした。なお、前連結会計年度の「その他」には「受注工事損失引当金」30百万円が含まれている。
(注２)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

流動資産……繰延税金資産 2,486百万円 1,570百万円

固定資産……繰延税金資産 0 〃 2,801〃

固定負債……繰延税金負債 △100〃 △3 〃

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.1〃 1.0〃

住民税等均等割額 0.9〃 1.7〃

評価性引当額増減額

(スケジューリング不能な項目)
△74.9〃 △122.2〃

子会社実効税率差異 △0.0〃 △0.6〃

その他 0.0〃 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △33.6〃 △79.4〃
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
船舶
(百万円)

機械・鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,999 8,848 998 53,846 ─ 53,846

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 565 1,352 1,918 (1,918) ─

計 43,999 9,414 2,351 55,765 (1,918)53,846

営業費用 41,814 8,170 2,255 52,241 (552) 51,688

営業利益 2,184 1,243 95 3,523 (1,366)2,157

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 18,633 8,205 179 27,017 46,256 73,274

減価償却費 673 378 9 1,062 260 1,323

資本的支出 1,403 682 10 2,096 232 2,328

(注) １　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってい

る。

２　各事業の主な製品

(1) 船舶……………油送船、ばら積貨物船、石炭運搬船、鉱石運搬船、木材運搬船、LPG船、冷凍運搬船、コンテナ

船、艦艇、海洋調査船等の建造、改造及び修理

(2) 機械・鉄構……製鉄機械、プレス機械、熱交換機、冷凍装置、造水装置、圧力装置、塔槽類、舶用ボイラー、フィ

ンスタビライザー等各種舶用機械、クランク軸等各種ディーゼル機関部品、舵構造、橋梁、水

門扉、水圧鉄管、タンク、鉄骨、ケーブルクレーン、鋼製プール

(3) その他…………運輸、設備管理、ゴルフ場、各種代理店、その他
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
船舶
(百万円)

機械
(百万円)

鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

53,7077,137 4,732 1,05966,637 － 66,637

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 675 1,436 2,111 (2,111) －

計 53,7077,137 5,407 2,49568,748 (2,111)66,637

営業費用 49,9994,342 6,877 2,43363,652 (685)62,966

営業利益又は
営業損失（△）

3,707 2,795△1,469 62 5,096 (1,426)3,670

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 29,4447,139 2,566 177 39,327 45,37984,707

減価償却費 790 400 87 14 1,291 326 1,617

減損損失 － － － 29 29 417 446

資本的支出 2,633 722 301 22 3,679 813 4,493

(注) １　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってい

る。

２　各事業の主な製品

(1) 船舶……………油送船、ばら積貨物船、石炭運搬船、鉱石運搬船、木材運搬船、LPG船、冷凍運搬船、コンテナ

船、艦艇、海洋調査船等の建造、改造及び修理

(2) 機械……………製鉄機械、プレス機械、熱交換機、圧力装置、塔槽類、舶用ボイラー、フィンスタビライザー等

各種舶用機械、クランク軸等各種ディーゼル機関部品、舵構造

(3) 鉄構……………橋梁、可動橋、水門扉、水圧鉄管、鉄骨、ケーブルクレーン、鋼製プール、ポンツーン・ケーソ

ン等海洋構造物

(4) その他…………運輸、設備管理、ゴルフ場、各種代理店、その他

３　減価償却資産の減価償却の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４.会計処理基準に関する事項　(ロ)重要な減価償却資

産の減価償却の方法（会計方針の変更）及び（追加情報）」に記載のとおり、当連結会計年度より減価償却

の方法を変更している。この変更に伴う影響額をセグメント別に集計すると次のとおりとなる。

船舶
(百万円)

機械
(百万円)

鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

営業費用の増加 96 51 9 2 159 54 214

営業利益の減少（△） △96 △51 △9 △2 △159 △54 △214

資産の減少（△） △96 △51 △9 △2 △159 △54 △214

減価償却費の増加 96 51 9 2 159 54 214
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４　事業区分の変更

　従来の会社の組織構造は機能別組織であったが、経営資源の全体的最適化、事業部別の詳細な損益管理等を

目的とし事業部制組織へと移行した。事業部制組織への移行を契機に、各事業部を事業の種類別セグメント情

報における事業区分の基礎としながらも取扱製品の類似性等を加味し、当連結会計年度より、事業区分を従来

の「船舶」、「機械・鉄構」及び「その他」から、「船舶」、「機械」、「鉄構」及び「その他」に変更した。

　なお、変更後の事業区分によった場合の、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであ

る。

船舶
(百万円)

機械
(百万円)

鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,9996,369 2,478 998 53,846 － 53,846

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 565 1,352 1,918 (1,918) －

計 43,9996,369 3,044 2,35155,765 (1,918)53,846

営業費用 41,8144,566 3,604 2,25552,241 (552)51,688

営業利益又は
営業損失（△）

2,184 1,803 △559 95 3,523 (1,366)2,157

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 18,6336,482 1,722 179 27,017 46,25673,274

減価償却費 673 335 43 9 1,062 260 1,323

資本的支出 1,403 530 151 10 2,096 232 2,328

　
　

５　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり。

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額

1,356 1,425
提出会社の総務部門等管理部門に
係る費用

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額

46,256 45,379

提出会社における余資運用資金
(現金及び有価証券)、長期投資資
金(投資有価証券)及び管理部門に
係る資産等
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、在外連結子会社及び支店がないため記載していな

い。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

中米 欧州 アジア アフリカ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 22,777 1,702 203 14,119 846 39,648

Ⅱ　連結売上高(百万円) 53,846

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

42.3 3.1 0.4 26.2 1.6 73.6

(注) １　国又は地域の区別は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 中米…………パナマ、バハマ

(2) 欧州…………ギリシャ、ドイツ

(3) アジア………香港、シンガポ－ル、フィリピン

(4) アフリカ……リベリア、エジプト

(5) その他………米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

中米 欧州 アジア アフリカ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 20,032 23 6,196 19,817 1,563 47,634

Ⅱ　連結売上高(百万円) 66,637

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

30.1 0.0 9.3 29.7 2.4 71.5

(注) １　国又は地域の区別は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 中米…………パナマ、バハマ、ベネズエラ

(2) 欧州…………ギリシャ、ドイツ、イタリア、オランダ

(3) アジア………香港、シンガポ－ル、フィリピン、台湾

(4) アフリカ……リベリア

(5) その他………米国、マーシャル諸島共和国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（※４）

科目
期末残高
（百万円）

役員及
びその
近親者

立野進一

㈱メタルワ
ン代表取締
役副社長執
行役員

なし
（※１）

当社取締役

鋼材仕入等
（※２）

2,651買掛金 6,233

支払利息
（※３）

14未払費用 10

取引条件及び取引条件の決定方針等

　※１　㈱メタルワン社の所有割合は9.32％となっている。

　　※２　鋼材仕入等については、㈱メタルワン社から提示された価格と、他の仕入先との取引

　　　　　価格を勘案してその都度交渉の上、決定している。

　　※３　支払利息については、市場金利を勘案して決定している。

　　※４　立野進一氏は、平成19年１月４日付で㈱メタルワン代表取締役に就任しており、取引

　　　　　金額の記載につき就任時からの金額を記載している。

　　※５　取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含んでいる。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 121円81銭１株当たり純資産額 127円42銭

１株当たり当期純利益金額 16円23銭１株当たり当期純利益金額 18円33銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

(注)　算定上の基礎

　１．１株当たり純資産額

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部
の合計額（百万円）

19,723 20,448

普通株式に係る純資産額(百万円) 19,723 20,448

普通株式の発行済株式総数(千株) 161,955 161,955

普通株式の自己株式総数(千株) 42 1,468

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

161,912 160,486

　

　２．１株当たり当期純利益金額

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益
(百万円)

2,627 2,958

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

2,627 2,958

普通株式の期中平均株式数(千株) 161,916 161,362
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社の出資先である株式会社九州親和ホールディングスは、平成19年５月24日に同日開催した取締役

会において、株主総会の承認及び関係当局の許可を前提として子会社である株式会社親和銀行を株式会

社ふくおかファイナンシャルグループの完全子会社とする経営統合を実施し、株式会社親和銀行の経営

再建及び資本支援等を実施することを約した「経営支援に係る基本合意書」を締結することを決議した

ことを公表した。今後平成19年７月６日を目処として、株式会社九州親和ホールディングス及び株式会社

親和銀行と株式会社ふくおかファイナンシャルグループとにおいて本経営統合に関する契約を締結し、

平成19年10月１日以降に本経営統合が実行される。株式会社九州親和ホールディングスについては、本経

営統合後清算される。

　今後、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、当社が保有している同社の

以下の投資有価証券について評価損が計上される可能性がある。

　１．株式数　　　　　　4,505,298株

　２．取得価額　　　　　1,022百万円

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 該当事項なし。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

佐世保重工業㈱ 第１回無担保社債
平成15年
６月26日

150
50
(50)

0.27無担保社債
平成20年
６月26日

合計 ― ― 150
50
(50)

― ― ―

　

（注）１　連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額

　
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円）

４年超５年以内
(百万円）

50 － － － －

　

　　　２　当期末残高の（　）内の金額は、１年以内に償還が予定されている社債である。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 925 930 1.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 740 1,109 1.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務
額

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

2,431 1,322 1.7平成27年４月15日

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

― ― ― ―

その他の有利子負債
　　買掛金

4,072 3,508 1.8平成20年９月１日

合計 8,168 6,869 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

ある。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 609 240 105 105

　

(2) 【その他】

該当事項なし
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 21,019 18,307

　２　受取手形 ※３ 947 782

　３　売掛金 13,308 23,089

　４　有価証券 1,497 1,499

　５　原材料及び貯蔵品 697 1,192

　６　半成工事 1,685 1,753

　７　前払金 920 1,118

　８　前払費用 13 31

　９　繰延税金資産 2,475 1,552

　10　未収入金 ※２ 835 1,390

　11　その他 44 63

　　　貸倒引当金 △57 △58

　　　流動資産合計 43,38759.5 50,72360.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 10,523 10,500

　　　　減価償却累計額 7,516 3,007 7,603 2,896

　　(2) 構築物 9,622 9,645

　　　　減価償却累計額 5,631 3,991 5,886 3,759

　　(3) ドック船台 4,463 4,461

　　　　減価償却累計額 3,692 771 3,738 722

　　(4) 機械装置 20,923 21,122

　　　　減価償却累計額 16,656 4,267 16,897 4,224

　　(5) 船舶 126 153

　　　　減価償却累計額 117 9 119 33

　　(6) 車両運搬具 432 448

　　　　減価償却累計額 390 41 402 46

　　(7) 工具器具備品 1,924 2,069

　　　　減価償却累計額 1,676 248 1,748 320

　　(8) 土地 9,435 9,185

　　(9) 建設仮勘定 419 3,428

　　　有形固定資産合計 22,19030.4 24,61529.2
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 178 141

　　(2) 実用新案権 0 0

　　(3) 電話加入権 10 10

　　　無形固定資産合計 189 0.3 151 0.2

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※１ 6,844 5,406

　　(2) 関係会社株式 56 141

　　(3) 出資金 19 19

　　(4) 長期貸付金 3 3

　　(5) 従業員長期貸付金 16 11

　　(6) 破産更生債権等 232 399

　　(7) 繰延税金資産 ― 2,799

　　(8) 長期未収債権 ※２ 479 239

　  (9) その他 87 252

　　　　貸倒引当金 △560 △559

　　　投資その他の資産合計 7,1809.8 8,71310.4

　　　固定資産合計 29,55940.5 33,48139.8

　　　資産合計 72,947100.0 84,205100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※2,3 5,399 5,371

　２　設備関係支払手形 ※2,3 852 1,116

　３　買掛金 ※1,2 13,698 14,760

　４　短期借入金 ※１ 1,665 2,039

　５　１年以内償還予定社債 ※１ 100 50

　６　未払金 ※２ 39 148

　７　未払費用 ※２ 1,916 2,006

　８　未払法人税等 43 59

　９　前受金 ※１ 18,174 25,273

　10　預り金 175 197

　11　保証工事引当金 74 65

　12　受注工事損失引当金 76 3,258

　13　その他 ― 16

　　　流動負債合計 42,21457.9 54,36264.6

Ⅱ　固定負債

　１　社債 ※１ 50 ―

　２　長期借入金 ※１ 2,431 1,322

　３　長期未払金 35 152

　４　繰延税金負債 90 ―

　５　退職給付引当金 8,495 8,097

　６　役員退職慰労引当金 102 ―

　７　特別修繕引当金 50 28

　　　固定負債合計 11,25715.4 9,60111.4

　　　負債合計 53,47173.3 63,96376.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,41411.5 8,41410.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 5,148 5,148

　　　資本剰余金合計 5,1487.1 5,1486.1

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 1,456 1,456

　　(2) その他利益剰余金

　　　土地圧縮積立金 70 70

　　　繰越利益剰余金 2,612 5,272

　　　利益剰余金合計 4,1395.7 6,7988.1

　４　自己株式 △7 △0.0 △974△1.2

　　　株主資本合計 17,69324.3 19,38623.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,7822.4 855 1.0

　　　評価・換算差額等合計 1,7822.4 855 1.0

　　　純資産合計 19,47526.7 20,24124.0

　　　負債純資産合計 72,947100.0 84,205100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 52,889100.0 65,573100.0

Ⅱ　売上原価 48,66992.0 59,68391.0

　　　売上総利益 4,2208.0 5,8909.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　給料手当 736 800

　２　退職給付費用 116 102

　３　福利厚生費 181 188

　４　旅費交通費 106 126

　５　業務委託料 ― 113

　６　会費 43 41

　７　租税公課 86 99

　８　減価償却費 28 34

　９　賃借料 182 280

　10　研究開発費 ※４ 160 84

　11　引合費用 91 70

　12　貸倒引当金繰入額 77 13

　13　その他 279 2,0894.0 297 2,2543.5

　　　営業利益 2,1304.0 3,6355.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 15 105

　２　受取配当金 53 72

　３　保険金及び生保配当金 46 34

　４　為替差益 128 ―

　５　その他 17 261 0.5 26 238 0.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 162 185

　２　為替差損 ─ 376

　３　その他 8 171 0.3 70 632 1.0

　　　経常利益 2,2214.2 3,2414.9
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※１ 8 6

　２　投資有価証券売却益 23 31 0.1 ― 6 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産処分損 ※２ 237 187

　２　過年度役員退職慰労
　　　引当繰入額

67 ―

　３　減損損失 ※３ ─ 385

　４　投資有価証券評価損 ─ 838

　５　その他 1 306 0.6 177 1,5882.4

　　　税引前当期純利益 1,9463.7 1,6592.5

　　　法人税、住民税　
　　　及び事業税

13 12

　　　法人税等調整額 △676 △663△1.2 △1,336 △1,323△2.0

　　　当期純利益 2,6094.9 2,9834.5
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　直接材料費 25,293 52.0 29,291 49.1

２　直接経費 11,160 22.9 14,074 23.6

３　用役費 1,622 3.3 1,574 2.6

４　加工費 11,211 23.0 13,318 22.3

５　原価差額 △691 △1.4 △1,747 △2.9

６　保証工事引当金繰入額 74 0.2 65 0.1

７　保証工事引当金戻入額 △32 △0.1 △74 △0.1

８　受注工事損失引当金繰入額 76 0.2 3,258 5.4

９　受注工事損失引当金戻入額 △46 △0.1 △76 △0.1

売上原価 48,669100.0 59,683100.0

(注)　原価計算の方式について

　当社の原価計算の方法は個別原価計算を主体として、一部ドック・船台・設計の部門については総合原価計算

を採用している。

　原価計算の手続き上予定率をもって配賦しているものは、賃金及び間接費等である。この場合、期末に生じた予

定額と実際発生額との差額が多額のときは調整し、当期負担額は売上原価に計上している。

　なお、直接労務費と製造間接費の両者を加工費として直接作業時間又は機械時間により個別工事に配賦してい

るが、このうち直接労務費の割合は前事業年度約40％、当事業年度約37％である。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

事業年度中の変動額

　当期純利益 ─

　自己株式の取得 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,456 70 3 1,529 △4 15,087

事業年度中の変動額

　当期純利益 2,609 2,609 2,609

　自己株式の取得 ─ △3 △3

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 2,609 2,609 △3 2,606

平成19年３月31日残高(百万円) 1,456 70 2,612 4,139 △7 17,693

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,372 1,372 16,459

事業年度中の変動額

　当期純利益 ─ 2,609

　自己株式の取得 ─ △3

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

409 409 409

事業年度中の変動額合計(百万円) 409 409 3,016

平成19年３月31日残高(百万円) 1,782 1,782 19,475

　

EDINET提出書類

佐世保重工業株式会社(E02125)

有価証券報告書

 75/101



当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─

　当期純利益 ─

　自己株式の取得 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─

平成20年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,456 70 2,612 4,139 △7 17,693

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △323 △323 △323

　当期純利益 2,983 2,983 2,983

　自己株式の取得 ─ △966 △966

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 2,659 2,659 △966 1,692

平成20年３月31日残高(百万円) 1,456 70 5,272 6,798 △974 19,386

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,782 1,782 19,475

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ △323

　当期純利益 ─ 2,983

　自己株式の取得 ─ △966

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△926 △926 △926

事業年度中の変動額合計(百万円) △926 △926 765

平成20年３月31日残高(百万円) 855 855 20,241
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　…移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) 満期保有目的の債券

　　　…償却原価法（定額法）

(3) その他有価証券

　①時価のあるもの

　　　…期末日の市場価格等に基づく時

価法

　　　　(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定している)

(2) 満期保有目的の債券

同左

(3) その他有価証券

　①時価のあるもの

同左

　　　　

　②時価のないもの

　　　…移動平均法による原価法

　②時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法

時価法

　

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料及び貯蔵品

　　　…移動平均法による原価法

(1) 原材料及び貯蔵品

同左

(2) 半成工事

　　　…個別法による原価法

(2) 半成工事

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用している。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。

　　建物及び構築物　　　　２～60年

　　ドック船台　　　　　　20～45年

　　機械装置及び車両運搬具２～17年

――――――――――

 
――――――――――

 

(1) 有形固定資産

同左

 

（会計方針の変更）
　法人税法の改正((所得税法等の一部を改
正する法律　平成19年３月30日法律第６
号)及び(法人税法施行令の一部を改正す
る政令　平成19年３月30日　政令第83号))
に伴い、当事業年度から平成19年４月１日
以降に取得したものについては、改正後の
法人税法に基づく方法に変更している
（建物を除く）。これに伴い、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益が40百万円
それぞれ減少している。
（追加情報）
　当事業年度から、平成19年３月31日以前
に取得したものについては、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年から５年間で
均等償却する方法によっている。これに伴
い、営業利益、経常利益及び税引前当期純
利益が171百万円それぞれ減少している。
 

(2) 無形固定資産

　　定額法を採用している。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してい

る。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失の発生に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別の回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ている。

(2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。会計基準変更時差異（4,353

百万円）は、８年による均等額を費

用処理している。また、過去勤務債務

は、その発生年度に費用処理し、数理

計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定率法により翌事業

年度から費用処理することとしてい

る。

(1) 貸倒引当金

同左

 

(2) 退職給付引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当

事業年度末要支給額を計上してい

る。

(3) 役員退職慰労引当金

　　当事業年度において、役員退職慰労

金制度を廃止したことにより、役員

退職慰労引当金の全額を固定負債

「長期未払金」に振り替えている。

(4) 保証工事引当金

　　製品の保証工事費の支出に充てるた

め、保証期間内の保証工事費用を見

積り計上している。

(4) 保証工事引当金

同左

(5) 特別修繕引当金

　　船舶の特別修繕費の支出に充てるた

め、過年度の実績を基礎にして修繕

見積額を引当計上している。

(5) 特別修繕引当金

同左

(6) 受注工事損失引当金

    未引渡工事のうち、当事業年度末

時点で損失の発生する可能性が高い

と見込まれ、かつ、当該損失を合理的

に見積もることが可能な工事につい

て、翌事業年度以降の損失見積もり

額を計上している。

(6) 受注工事損失引当金

同左

６　収益及び費用の計上基準 　売上高及び売上原価は、工事完成基準

に基づき、これを計上している。

　ただし、請負金額が１億円以上で、か

つ、工事期間が１年超（艦船修理工事

については３ヶ月超）の工事について

は、工事進行基準により計上している。

同左

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左
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８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため、特例

処理を採用している。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  （ヘッジ手段）

    金利スワップ

  （ヘッジ対象）

    借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

    社内規程に基づき、金利変動リス

クをヘッジしている。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

    特例処理によっている金利スワッ

プ取引のみのため、有効性の評価を

省略している。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。

消費税等の会計処理

               同左
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(会計方針の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

役員退職慰労引当金の新設

　当社は、従来、取締役及び監査役に対する退職慰労金を

支出時の費用として計上していたが、当事業年度より、

内規を基礎として算定された当事業年度末の要支給見

積額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更

した。この変更は平成19年４月27日開催の取締役会及び

監査役会において、定時株主総会での承認を条件とし

て、取締役及び監査役の退職慰労金制度を平成19年６月

の定時株主総会をもって廃止することとし、廃止日まで

の在任期間に対応する退職慰労金は廃止日に金額を確

定し、役員退任時に支給することを決定したことによる

ものである。これにより、今後は、会社業績に加え個人貢

献度も反映して決定される年次報酬に一本化されるこ

ととなる。この変更に伴い、過年度相当額67百万円は特

別損失に、当期発生額35百万円は販売費及び一般管理費

に計上している。この結果、従来と比べ営業利益及び経

常利益は35百万円、税引前当期純利益は102百万円それ

ぞれ少なく計上されている。

　なお、この変更は上述のとおり平成19年４月における

役員退職慰労金制度の見直しを契機に行われたもので

あり、当中間会計期間においては従来の方法によってい

る。この変更を行った場合に比べ、当中間会計期間の営

業利益及び経常利益は17百万円、税引前中間純利益は85

百万円それぞれ多く計上されている。

 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。これによる損益に与える影響

はない。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は19,475百万円である。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。

――――――――――

 

――――――――――
 

　

(表示方法の変更)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――――――― 　損益計算書

　販売費及び一般管理費「業務委託料」は、当事業年度

において販売費及び一般管理費の総額の100分の５を超

えたため区分掲記することとした。なお、前事業年度の

販売費及び一般管理費「その他」には「業務委託料」

45百万円が含まれている。
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　担保について

　　(1) 固定資産のうち建物404百万円、土地800百万円及

び下記の6,534百万円（工場財団組成）について

は、短期借入金745百万円、長期借入金2,356百万円

の担保に供している。

　建物 1,999百万円

　構築物 1,529

　ドック船台 755

　機械装置 962

　船舶 4

　車両運搬具 18

　工具器具備品 2

　土地 1,261

　計 6,534

※１　担保について

　　(1) 固定資産のうち建物135百万円、土地191百万円及

び下記の6,128百万円（工場財団組成）について

は、短期借入金1,269百万円、長期借入金1,187百万

円の担保に供している。

　建物 1,950百万円

　構築物 1,426

　ドック船台 707

　機械装置 760

　船舶 3

　車両運搬具 14

　工具器具備品 2

　土地 1,261

　計 6,128

　　(2) 投資有価証券3,565百万円は、１年以内償還予定社

債100百万円、社債50百万円の担保に供している。

　　(2) 投資有価証券3,804百万円は、買掛金9,946百万円、

前受金4,303百万円、１年以内償還予定社債50百万

円、短期借入金590百万円、長期借入金135百万円の

担保に供している。

　　(3) 定期預金2,459百万円は、前受金2,459百万円の担

保に供している。

――――――――――

 

※２　関係会社に対する債権債務

未収入金

長期未収債権

支払手形

設備関係支払手形

買掛金

未払費用

164

49

93

45

236

51

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

※２　関係会社に対する債権債務

未収入金

長期未収債権

買掛金

未払金

未払費用

201

49

304

0

38

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

※３　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。

  なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれている。

　　　　受取手形　　　　　　　91百万円

　　　　支払手形　　　　　　 289百万円

        設備関係支払手形　　 382百万円

――――――――――
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　有形固定資産（土地）の売却によるものである。 ※１　主なものは、有形固定資産（土地）の売却によるも

のである。

※２　主なものは、有形固定資産（構築物等）の除却によ

るものである。

※２　主なものは、有形固定資産(機械装置等)の除却によ

るものである。

※３　　　　　　―――――――――― ※３　(1) 減損損失を認識した資産グループ及び

　　　減損損失額

　　　（用途）　ゴルフ場

　　　（種類）　土地他

　　　（場所）　長崎県佐世保市

　　　（金額）　374百万円

　　　（用途）　遊休資産

　　　（種類）　土地

　　　（場所）　長崎県佐世保市

　　　（金額）　11百万円

　(2) 資産のグルーピングの方法

　資産のグルーピングは、原則として事業の種類別セ

グメント単位とし、遊休資産は個々の物件単位でグ

ルーピングしている。

　(3) 減損損失の認識に至った経緯

（ゴルフ場）

　収益の悪化により、将来キャッシュフローの見通し

が低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し

た。

（遊休資産）

　市場価格が下落したため帳簿価額を回収可能価額

まで減額した。

　(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、不動産鑑定評価額を基礎とした正

味売却価額により算定している。

 

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、160百万円である。

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、84百万円である。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,127 9,662 － 42,789
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取によるものである。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 42,789 1,425,489 － 1,468,278
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得1,417,000株及び単元未

満株式の買取8,489株によるものである。

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

81 44 36

工具器具備品 208 123 84

ソフトウェア 598 209 389

合計 888 377 510

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

81 56 25

工具器具備品 272 173 99

ソフトウェア 775 357 417

合計 1,129 587 541

　　　取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固

定資産の期末残高に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

　

同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 186百万円

１年超 324〃

合計 510〃

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 217百万円

１年超 324〃

合計 541〃

　　　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期

末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。

同左

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 177百万円

減価償却費相当額 177〃

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 209〃

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項なし。

２　オペレーティング・リース取引

同左
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(有価証券関係)

　

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。

　

(税効果会計関係)

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

繰延税金資産

貸倒引当金 185百万円 151百万円

未払賞与 168〃 200〃

退職給付引当金

受注工事損失引当金

3,429

－

〃

〃

3,279

1,319

〃

〃

繰越欠損金 2,226〃 138〃

その他 496〃 723〃

繰延税金資産小計 6,507〃 5,813〃

評価性引当金 △2,861〃 △831〃

繰延税金資産合計 3,645〃 4,982〃

繰延税金負債

土地圧縮積立金 △47〃 △47〃

その他有価証券評価差額金 △1,213〃 △582〃

繰延税金負債合計 △1,260 △629

繰延税金資産の純額 2,384〃 4,352〃

　

（注）「受注工事損失引当金」は、当事業年度において繰延税金資産の主な原因となったため、区分掲記する

こととした。なお、前事業年度の「その他」には「受注工事損失引当金」30百万円が含まれている。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.2〃 0.6〃

住民税均等割額 0.7〃 0.8〃

評価性引当額増減額

(スケジューリング不能な項目)
△75.3〃 △122.3〃

税率変更による期末繰延税金資産の修正
　その他

0.2

－

〃

〃

－

0.6

〃

〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △34.1〃 △79.8〃
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 120円29銭１株当たり純資産額 126円13銭

１株当たり当期純利益金額 16円12銭１株当たり当期純利益金額 18円49銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜
在株式が存在しないため記載していない。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜
在株式が存在しないため記載していない。

(注)　算定上の基礎

　１．１株当たり純資産額

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

19,475 20,241

普通株式に係る純資産額
(百万円)

19,475 20,241

普通株式の発行済株式総数
(千株)

161,955 161,955

普通株式の自己株式総数(千株) 42 1,468

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(千株)

161,912 160,486

　

　２．１株当たり当期純利益金額

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益
(百万円)

2,609 2,983

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

2,609 2,983

普通株式の期中平均株式数
(千株)

161,916 161,362
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社の出資先である株式会社九州親和ホールディングスは、平成19年５月24日に同日開催した取締役

会において、株主総会の承認及び関係当局の許可を前提として子会社である株式会社親和銀行を株式会

社ふくおかファイナンシャルグループの完全子会社とする経営統合を実施し、株式会社親和銀行の経営

再建及び資本支援等を実施することを約した「経営支援に係る基本合意書」を締結することを決議した

ことを公表した。今後平成19年７月６日を目処として、株式会社九州親和ホールディングス及び株式会社

親和銀行と株式会社ふくおかファイナンシャルグループとにおいて本経営統合に関する契約を締結し、

平成19年10月１日以降に本経営統合が実行される。株式会社九州親和ホールディングスについては、本経

営統合後清算される。

　今後、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、当社が保有している同社の

以下の投資有価証券について評価損が計上される可能性がある。

　１．株式数　　　　　　4,505,298株

　２．取得価額　　　　　1,022百万円

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 新日本製鐵㈱ 3,470,000 1,752

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 566,470 487

㈱商船三井 286,589 345

㈱酉島製作所 121,300 202

㈱十八銀行 429,332 156

三井造船㈱ 548,000 146

㈱みずほファイナンシャルグループ 315 115

神戸発動機㈱ 300,000 111

九州電力㈱ 44,806 109

㈱西日本シティ銀行 310,163 81

その他（36銘柄） 1,511,882 389

計 7,588,857 3,896

　

【債券】

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的
の債券

第27回５年利付国債 500 499

第18号１年商工中金債 500 500

小計 1,000 999

投資有価証券
満期保有目的
の債券

MIZUHO INTERNATIONAL PLC CBL 1335500 500

MIZUHO INTERNATIONAL PLC CBL 1563500 500

第259回２年利付国債 500 500

小計 1,500 1,500

計 2,500 2,499

　

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券 譲渡性預金 500 500

投資信託（グローバル・ソブリン・オー
プン）

10 9

計 510 509
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 10,523 246
269
(37)

10,500 7,603 230 2,896

　構築物 9,622 117
94
(75)

9,645 5,886 269 3,759

　ドック船台 4,463 0 3 4,461 3,738 49 722

　機械装置 20,923 819
621
(3)

21,122 16,897 824 4,224

　船舶 126 28 2 153 119 4 33

　車両運搬具 432 25 9 448 402 20 46

　工具器具備品 1,924 236
92
(2)

2,069 1,748 156 320

　土地 9,435 19
270
(268)

9,185 - - 9,185

　建設仮勘定 419 4,745 1,735 3,428 - - 3,428

計 57,8726,240
3,099
(385)

61,014 36,3971,555 24,615

無形固定資産

　ソフトウェア 178 10 - 188 116 47 141

　実用新案権 0 - - 0 0 0 0

　電話加入権 10 - - 10 - - 10

計 189 10 - 199 116 47 151

(注)1 当期増加額の主なものは次の通りである。

　（１）建物　　　　外国人労働者寮改修　　　　　　　75百万円

　（２）機械装置　　機械製造設備増強工事　　　 　　232百万円

　　　　　　　　　　赤崎岸壁空気圧縮機設置　　　　　91百万円　

　（３）建設仮勘定　300トンジブクレン新設  　　　　606百万円

　　　　　　　　　　大型タグオボート新造（２隻）　 667百万円

　　　　　　　　　　新婚社宅建設　　　　　　　　　 387百万円

　　　　　　　　　　ドック排水設備換装工事　　　　 344百万円　　　　

    2 当期減少額の（ ）内の金額は減損損失による減少額である。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 617 62 13 48 617

保証工事引当金 74 65 - 74 65

受注工事損失引当金 76 3,258 76 - 3,258

役員退職慰労引当金 102 5 108 - -

特別修繕引当金 50 20 42 - 28

（注）　貸倒引当金、保証工事引当金及び受注工事損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒

実績率、保証工事発生率による洗替額である。

　

　

EDINET提出書類

佐世保重工業株式会社(E02125)

有価証券報告書

 89/101



(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成20年3月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

当座預金 4,571

普通預金 3,293

別段預金 2

定期預金 10,438

小計 18,304

合計 18,307

　

②　受取手形

　

相手先 金額(百万円)

神戸発動機㈱ 408

日立造船メカニカル㈱ 127

双日マリンエンジニアリング㈱ 68

㈱赤阪鉄工所 58

吉田重機工業㈱ 42

その他 77

合計 782

　

決済期日別内訳

　

期日
平成20年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月以降 合計

金額
(百万円)

199 6 192 139 122 99 22 782
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③　売掛金

　

相手先 金額(百万円)

三井造船㈱ 915

㈱ディーゼルユナイテッド 709

関東地方整備局 527

㈱赤阪鉄工所 412

九州地方整備局 397

その他 20,127

合計 23,089

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
Ｃ

×100
Ａ+Ｂ

滞留期間(日)

(Ｄ÷
Ｂ
)×30

12

13,308 66,499 56,717 23,089 71.0 124

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。

　

④　原材料及び貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

鋼材 1,112

燃料及び潤滑油類 35

その他 44

合計 1,192

　

EDINET提出書類

佐世保重工業株式会社(E02125)

有価証券報告書

 91/101



⑤　半成工事

　

品名 金額(百万円)

改造修理船 725

機械・プラント 1,015

鉄構 42

雑工事 4

 原価差額 △34

合計 1,753

　

⑥　支払手形

　

相手先 金額(百万円)

三井造船㈱ 1,016

双日マリンアンドエンジニアリング㈱ 526

㈱共立機械製作所 238

㈱カシワテック 154

日本無線㈱ 154

その他 3,280

合計 5,371

　

期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年4月満期 1,132

　 　 　5月 〃 793

　 　 　6月 〃 1,126

　 　 　7月 〃 1,131

　 　 　8月 〃 712

　 　 　9月 〃 231

　 　 　10月以降満期 243

合計 5,371
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⑦　設備関係支払手形

　

相手先 金額(百万円)

㈱鳥栖製作所 227

佐重工興産㈱ 175

石川島運搬機械㈱ 153

エヌアイウエル㈱ 85

㈱IHI回転機械 85

その他 389

合計 1,116

　

期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年4月満期 335

　 　 　5月 〃 185

　 　 　6月 〃 327

　 　 　7月 〃 132

　 　 　8月 〃 69

　 　 　9月 〃 8

　 　 　10月以降満期 57

合計 1,116

　

⑧　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱メタルワン 5,387

岩谷産業㈱ 812

日鐵商事㈱ 716

㈱中北製作所 477

シンコウ㈱ 342

その他 7,024

合計 14,760
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⑨　短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱親和銀行 650

㈱あおぞら銀行 100

㈱十八銀行 90

㈱西日本シティ銀行 90

小計 930

1年以内に返済する長期借入金 1,109

合計 2.039

　

⑩　前受金

　

相手先 金額(百万円)

GRAND FALCON MARITIME S.A 4,099

VENUS OCEAN NAVIGATION S.A 2,838

POWER BULKSHIP LIMITED 2,004

AUCKLAND TRADING CO 1,991

AURIGA MARITIME S.A 1,229

その他 13,109

合計 25,273

　

⑪　退職給付引当金

区分 金額(百万円)

退職給付債務 9,244

未認識数理計算上の差異 △264

 年金資産 △882

合計 8,097

　

(3) 【その他】

該当事項なし
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券及び100株未満の株数
表示株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

単元株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき200円

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき8,000円

　　株券登録料 １株につき　500円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子広告による広告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行なう。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
ある。
http://www.ssk-sasebo.co.jp/koukoku/

株主に対する特典 なし

(注）　当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利

を行使することができない。 

　　1.　会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

　　2.　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

　　3.　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　　当社に、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

(1) 
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第85期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出

(2)
自己株券買付状況報
告書

報告期間
自　平成19年８月30日
至　平成19年９月30日

平成19年10月12日
関東財務局長に提出

(3)
自己株券買付状況報
告書

報告期間
自　平成19年10月１日
至　平成19年10月31日

平成19年11月５日
関東財務局長に提出

(4)
自己株券買付状況報
告書

報告期間
自　平成19年11月１日
至　平成19年11月30日

平成19年12月７日
関東財務局長に提出

(5) 半期報告書 (第86期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

　

平成19年12月20日
関東財務局長に提出

(6)
自己株券買付状況報
告書

報告期間
自　平成19年12月１日
至　平成19年12月31日

平成20年１月10日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

佐　世　保　重　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

辰　巳　監　査　法　人
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　辰　巳　　　正

　

み　す　ず　監　査　法　人
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　藥　袋　政　彦

　

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工

業株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

追記情報

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より内規を基礎として算定された連結会計年度末

の支給見積額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、会

社が保有している同社株式について、評価損が計上される可能性がある。
　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　

以　　上
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

佐世保重工業株式会社

　取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　薬　袋　政　彦

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている佐世保重工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、佐世保重工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

（セグメント情報）［事業の種類別セグメント情報］（注）４．事業区分の変更に記載されているとお

り、会社は事業の種類別セグメント情報における事業区分の変更を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
　

平成１９年６月２８日

佐　世　保　重　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

　

辰　巳　監　査　法　人
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　辰　巳　　　正

　

み　す　ず　監　査　法　人
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

　
指 定 社
員
業務執行社員

公認会計士　藥　袋　政　彦

　

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私ども

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工業株

式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
　

追記情報

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度末より内規を基礎として算定された事業年度末の支

給見積額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、会

社が保有している同社株式について、評価損が計上される可能性がある。
　

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　

以　　上
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

佐世保重工業株式会社

　取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　黒　田　　　裕

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　薬　袋　政　彦

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている佐世保重工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第86期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、佐世保重工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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